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概要書 
 
 
 本研究では、自動車を対象製品として日中における消費者の知覚価値と消費者ロイ
ヤルティの関係性を比較分析している。 
現在、世界の至る所で様々な環境問題が発生している。特に近年の中国における
PM2.5 の問題は深刻化してきている。一方、日本は経済急成長の時期に、深刻な環境
問題を経験。自動車は現在の社会では不可欠の交通手段でありながらも、自動車の環
境にもたらす汚染がすでに認識され、数多くの論文でも取り上げられた。エコ・カー
の発売により、自動車業界において環境配慮の考え方は広げられてきた。また、自動
車は高額な商品であり、消費者のロイヤルティは自動車メーカーにとって他の業界よ
りはるかに重要である。したがって、消費者の知覚されたエコ価値と消費者のロイヤ
ルティの関係を明らかにすることは、自動車会社の社会責任を果たす側面において重
要な課題であると考えられる。また、社会心理学で展開され、近年では消費者行動研
究においても注目を集めている概念である解釈レベル理論を本研究では取り上げてい
る。消費者の心理的距離と消費者の知覚したエコ的価値と消費者のロイヤルティの関
係を明らかにすることは、自動車会社の消費者リレーションシップ・マネジメントと
いう側面において、重要な課題だと思われる。 
 本研究では、知覚価値と消費者ロイヤルティと国際比較の研究についての先行研究
のレビューを行ったうえで、36 の仮説を立てている。仮説 1 から仮説 6 までは、本研
究が参考した Koller et al.（2011）における仮説の追試となっている。仮説 7 から仮
説 9 までは本研究のオリジナル仮説である。H1a:知覚エコ的価値は知覚機能的価値に
正の影響を与える。H1b:知覚エコ的価値は知覚経済的価値に正の影響を与える。H1d: 
知覚エコ的価値は知覚社会的価値に正の影響を与える。H2a:知覚機能的価値はロイヤ
ルティに影響を与える。H2b:知覚経済的価値はロイヤルティに影響を与える。H2c:知
覚感情的価値はロイヤルティに影響を与える。H2d:知覚社会的価値はロイヤルティに
影響を与える。H3a:知覚エコ的価値は知覚機能的価値を経由してロイヤルティに間接
  
効果を及ぼす。H3b:知覚エコ的価値は知覚経済的価値を経由してロイヤルティに間接
効果を及ぼす。H3c:知覚エコ的価値は知覚感情的価値を経由してロイヤルティに間接
効果を及ぼす。H3d:知覚エコ的価値は知覚社会的価値を経由してロイヤルティに間接
効果を及ぼす。H4 は性別をモデレータ変数とする仮説である。H5 は「 購買時点で自
動車が新車であるかどうか」をモデレータ変数とする仮説である。H6 は 消費者の環
境意識をモデレータ変数とする仮説である。H7 は国籍をモデレータ変数とする仮説で
ある。H8 は最終学歴をモデレータ変数とする仮説である。H9 は自動車を購入した時
点から現在までの時間的距離をモデレータ変数とする仮説である。 
 実験は Google ドライブを通じたインターネット調査とアンケート調査に分けて日
本と中国で実行された。日本では 101 部の有効回答を回収した。その中の 80 部はイ
ンターネット・アンケート調査、21 部は筆記アンケート調査から回収された。中国で
は、すべて筆記アンケートを用いて調査を行った。そして、データ分析を通じ、仮説
H1a、H1b、H1c、H2b、H2d、H3b が支持され、H8b、H8d の一部が成立だと検証
された。 
 本研究の学術的貢献としては、次の 4 つがあげられる。1 つ目は、国籍別でエコ価
値と消費者ロイヤルティの関係のフレームワークを検証し、比較したことである。2
つ目は、発展途上国と先進国の消費者が知覚されるエコ価値の大きさは異なると考え、
消費者の国籍が知覚エコ価値と消費者ロイヤルティの関係を影響する可能性を指摘し、
国籍をモデレータ変数として調査に入れたことである。3 つ目は、国籍と同様に、最
終学歴も影響する可能性があると考え、最終学歴をモデレータ変数として調査に入れ
たことである。4 つ目は、解釈レベル理論の視点から時間的距離はエコ価値と消費者
ロイヤルティの関係に与える影響を調査したこと。 
 本研究の限界としては次の 4 つがあげあげられる。1 つ目の課題は、日本では、自
動車関連の会社に勤める人が他のベネフィットより、働いている会社の自動車を買う
ことを優先しているため、本論文で提案したフレームワークにあまり当てはまらない
と思われる。２つ目の限界は、日本において首都圏と地方の自動車使用パターンの相
違が知覚価値とロイヤルティの関係にも影響を与えていると思われ。そのバイアスを
排除できなかった。３つ目の限界は、購買から調査時点までの時間的距離を分ける方
法は粗末であるということである。4 つ目の限界は、日本のサンプル数は尐な過ぎ、更
なる分析の支障となった。 
  
それに、今後の課題が 3 つ残されている。1 つ目の課題は、時間軸で言うと、更に
購買前後の消費者の評価の変化を測定することである。2 つ目の課題は、中国と日本
の消費者行動を比較する際、両国の文化の違いや、経済環境の違いなどに対する考慮
を研究に入れることである。3 つ目の課題は、Fiedler（2007）は指摘しているように、
時間的距離、社会的距離、仮説性、空間的距離という複数の次元が絡み合う場合、そ
れぞれの心理的距離に与える影響の優先順位はあるのか、あったらどのような順番で
消費者を影響するかを検証することである。 
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第 1 章 序論 
 
 
第 1 節 研究の背景 
 
 
第 1 項 問題意識 
 
 
【社会的環境の変化】 
 
環境保護は何十年も前から全世界の課題であり続けてきた。近年ますます注目を集
めており、2013 年日本の流行語大賞には「PM2.5」という言葉は入賞したと同時に、
「PM2.5」は 2013 年中国の流行語大賞の候補にもなった。ネガティブな話題ではある
が、日本と中国の国民は環境問題に非常に関心を持っていることの証と言えるだろう。 
このような社会的環境の下、環境問題は注目されるにつれて各業界のマーケターた
ちも環境問題への取り組みに努めている。資源やエネルギーの消耗の減尐を通じて環
境問題の緩和に役立つ「省エネ」商品が次々と発売され、売れ筋商品になった。例え
ば、電気を節約できる電球、省エネのエアコン、省エネの冷蔵庫もあれば、トヨタの
プリウスを始めとしたハイブリッド車まで各種の省エネ商品は消費者に熱烈に受け入
れられている。これらの商品はすでに消費者の生活には不可欠の商品になった。さら
に、環境に与える影響を抑えるため、自動車メーカーは続々と環境に優しい自動車を
開発し続けている。2013 年 11 月 22 日から 12 月 1 日までの間に催された東京モータシ
ョーにおいても多くの自動車メーカーが環境に優しいハイブリッド車などが展示され
ていた。 
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【環境配慮型購買行動の研究現状】 
 
環境配慮の購買行動は現在の社会において話題を集めているテーマであり、地球温
暖化にも密接につながっている（Whitmarsh 2009）。環境問題については長い間、様々
な研究分野の学者の注目を集めている。その一つとして、環境問題とマーケティング
関する研究も数多く蓄積されてきた。しかし、環境問題にかかわった消費者行動論を
巡る研究が盛んになってきたのは 21 世紀に入ってからであり、まだ十分な研究成果が
蓄積されているとは言えない。 
電気を節約できる電球や省エネのエアコン、省エネの冷蔵庫、ハイブリッド車など
の商品は確かに資源やエネルギーを消耗するが、消費者にはベネフィットも提供して
いる。ところが、有機的な商品に関する研究はたくさんある一方、上記のような資源
やエネルギーを消耗し、エコ的ではない商品（例えば、自動車）から知覚されるエコ
的価値に関する研究はまだ行われていない（Koller et al. 2011）。気候危機を巡る議
論においては、自動車の使用パターンに関する議論は高くランクされている。そのた
め、自動車の使用は環境と緊密な関係を持っていると言えよう。日常的なエネルギー
の使用以外で、消費者の普段の行動範囲の中では交通手段による移動が最も環境に影
響を与える要因の一つとなっている（Kaiser et al. 2003）。 
環境配慮購買行動にはたくさんの規定要因が関わるが、その中にコスト評価とベネ
フィット評価がある（広瀬、1994）。すなわち、環境配慮行動には必要とされるコスト
と期待されるベネフィットに対する評価である。コスト評価は環境配慮行動にかかる
手間や労力や金銭などのコストに対する評価と思われる。コスト評価に対し、ベネフ
ィット評価は個人が得る経済的ベネフィット、感情上のベネフィットなどと思われる。
以上の問題意識から、本研究では自動車を対象製品として、自動車から知覚される様々
な価値と消費者ロイヤルティの関係を明らかにしていく。 
 
 
第 2 項 参考論文の紹介 
 
 
本研究は Kollar et al.（2011）の研究を中国と日本の状況に合わせて、修正した上
3 
 
で追試実験を実施している。まずは、この Kollar et al.（2011）を簡単に説明する。 
実験の手続きとして、まずは、エコ的価値の理論的概念の全体像を明らかにするた
め、先に質的な評価を行った。エコ的価値が消費者の知覚価値として研究されるのは
初めてであり、測定尺度の開発及び構成概念の妥当性と信頼性の評価以前に、構成概
念の内容上の妥当性に関する考察は必要とされるためである。質的評価の後、量的な
研究が行われた。 
 
図 1－1 参考論文のフレームワーク 
 
 
 
【出所】: Koller Monika, Arne Floh, &Alexander Zauner. (2011) 
 
 したがって、2 段階の実験行われた。実験 1 は予備調査として、ヨーロッパのあるビ
ジネス・スクール構内でグループ・ディスカッションを実施した。20 歳から 55 歳の 6
人の自動車所有者に約 2 時間のディスカッションを行ってもらった。ディスカッショ
ンの内容を整理したうえで、社会的望ましさと実際態度の違いを排除するために、も
う一つテストを行った。ディスカッションに参加した 6 人を 3 つのグループに分け、
コラージュを作るという課題を与えた。その後、様々な雑誌から持ってきた 150 枚の
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自動車の写真を 6 人に見せ、最も目に留まった写真を選び出させてその理由を述べさ
せた。6 人の变述をまとめると、環境的な側面は無論、機能的な側面、経済的な側面、
感情的な側面、社会的な側面といった 4 つの側面が自動車購買に最も関連しているこ
とが明らかになった。ディスカッションの内容から、自動車は個人の性格特徴と緊密
につないでいる特別な製品カテゴリーであることも分かった。さらに、エコ的価値は
機能的価値、経済的価値、感情的価値、社会的価値の前提条件であろうと推測された。
質的調査に基づき、更に仮説を立て、量的な調査を行い、図 1－1 のフレームワークを
検証した。 
Koller et al.（2011）は以下の仮説を立てた。 
H1a:知覚されるエコ的価値は知覚される機能的価値に対して正の影響を与える。 
H1b:知覚されるエコ的価値は知覚される経済的価値に対して正の影響を与える。 
H1c:知覚されるエコ的価値は知覚される感情的価値に対して正の影響を与える。 
H1d:知覚されるエコ的価値は知覚される社会的価値に対して正の影響を与える。 
H2a:知覚される機能的価値、経済的価値、感情的価値、社会的価値は消費者ロイヤル
ティに影響を与える。  
H2b:知覚されるエコ的価値は知覚される機能的価値、経済的価値、感情的価値、社会
的価値を通じ、消費者ロイヤルティに間接効果を与える。  
H3a:性別が機能的価値、経済的価値、感情的価値、社会的価値を経由した、知覚され
るエコ的価値と消費者ロイヤルティの間接関係に影響を与える。  
H3b:購買時点に自動車が新車であるかどうかが、機能的価値、経済的価値、感情的価
値、社会的価値を経由した、知覚されるエコ的価値と消費者ロイヤルティの間接
関係に影響を与える。  
H3c:消費者の環境志向の程度が、機能的価値、経済的価値、感情的価値、社会的価値
を経由した、知覚されるエコ的価値と消費者ロイヤルティの間接関係に影響を与
える。  
 
 量的な調査においては、228 人を対象に行った。そのうち 48％は女性、52％は男性
であった。また 75％は都市部に居住し、25％は農村部に居住していた。アンケートの
回答を分析した結果は以下となった。 
 モデル全体の適合度はよく、それぞれの適合度指標それぞれは :CFI=0.903、
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RMSEA=0.072、SRMR=0.099 となった。仮説 1a から仮説 1d まではすべて支持された。こ
こから、機能的価値、経済的価値、感情的価値、社会的価値に与えるエコ的価値の正
の影響が証明された。仮説 2a では、機能的価値、感情的価値、社会的価値のロイヤル
ティに与えた正の影響が検証されたが、経済的な価値の影響は有意とならなかった。
仮説 2bでは、ロイヤルティに対するエコ的価値の間接影響は機能的価値、感情的価値、
社会的価値を媒介する場合に限り有意となった。モデレータ変数である「性別」、「購
買時点中古車であるかどうか」、「普段の環境意識」のうち、「性別」に関する仮説は棄
却された。「購買時点中古車であるかどうか」と「普段の環境意識」というモデレータ
変数は一部支持された。 
 
 
第 3 項 日中比較の必要性 
 
 
 自動車購買に焦点を当ててみると、中国と日本の消費者には 2 つの大きな違いがあ
る。 
1 つ目は、日本と中国の文化や価値観のちがいである。これらは、似ている点もある
反面、全く逆の点も見受けられる。したがって、その文化価値観の相違点は消費者の
消費パターンに区別をつけると思われる。 
あらゆる文化には、人々の規範や基準を形成する価値システムが備わっている。こ
のような規範は、ものごとに対する人々の態度や、行動の規則に影響をおよぼす。文
化の分類を通じて、マーケティング・マネジャーは、異なった市場に導入するマーケ
ティング・プログラムにどれくらいの共通項を持たせることが可能となるかが分かる
ようになる（Kotabe and Helsen 2008）。 
 日本文化と中国文化には共通する点が数多く存在する。日本人と中国人の考え方も
同じ東洋人として似ている点が多い。例えば、アジアにおける特性分類枠組みの追試
研究から明らかになったのが、長期志向である（Hofstede and Bond 1988）。他国と比
較して、日本と中国は長期志向の得点が高く、それぞれ 80 と 118 である（Kotabe and 
Helsen, 2008）。この特性は、功利的な思考を持つ社会と、短期に焦点を合わせる社会
との違いに関連している。長期志向を持つ人々は、将来に中心を置いた価値観（たと
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えば、忍耐、倹約など）をもつ傾向がある。言い換えると、日本と中国には倹約とい
う特性を持つ人が多い。したがって、日本と中国の消費者はより節約な購買行動を好
むと推測できる。しかし、Marieke（1994）は消費パターンの予測におけるこれらの特
性によって感じた価値の有効性については疑問を提起した。ホフステードの研究から
導き出された、5 つの特性と各国のスコアは、消費の文脈において測定されたものでは
ない（Kotabe and Helsen 2008）。 
 2 つ目は、日本と中国における環境配慮行動に関する研究の程度の違いである。2010
年に中国の GDP は日本を超え、世界第 2 位になったにも関わらず、国民 1 人当たりの
平均 GDP は依然として低い水準にある。自動車購買に関して、先進国である日本の消
費者のロイヤルティに関連する知覚価値は、経済発展途上国である中国の消費者のロ
イヤルティに関連する知覚価値とは異なる可能性がある。その原因としてはインフラ
の設備や国の政策、他の様々な外部環境にあるだろう。そして、経済志向や収入など
の環境配慮行動の規定要因の知覚エコ的価値から生じるロイヤルティに与える影響の
程度は国によって異なると考えられる。 
 上記の両国の違いが消費者の消費パターン、更には顧客リレーションシップ、ロイ
ヤルティに影響を与えると考えられるため、日中比較の実施は学術的な意義のあるも
のとなるだろう。 
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第 2 節 研究の目的 
 
 
現在の中国市場は、自動車産業にとって最重要マーケットの１つとなって。一般消
費者の目線から中国と日本の町を走っている自動車を比べてみると、日本の場合は軽
自動車が非常に多いに対して、中国には排気量の大きい自動車が多いことに気付くだ
ろう。その理由の一端を、本研究を通じて明らかにしていく。 
本研究では、機能的価値、経済的価値、感情的価値、社会的価値を経由したエコ的
価値と顧客ロイヤルティの間接的な影響を検証する。その上で日本と中国を比較し、
最終学歴が間接的な関係に与える影響を調査、また購買時点からの時間的距離を比較
する。消費者のロイヤルティに対して知覚価値は強い説得力を持っているため、5 つの
価値の相関は自動車メーカーにとって重要な情報である（Cronin et al. 2000; 
Parasuraman and Grewal, 2000; Yang and Peterson, 2004）。本研究を通じて、中国
の消費者と日本の消費者は最も重視している価値は何なのか、エコ価値をどれほど知
覚しているかを明らかにしていく。そして学術的なインプリケーションに加え、日本
市場と中国市場の両方、もしくは片方をターゲット市場にする自動車メーカー、ある
いは今後成長していく中国自動車メーカーに対する実務上のインプリケーションを提
示する。 
 本研究の研究目的が 3 つある。 
 1 つ目は、消費者に知覚されるエコ的価値と消費者ロイヤルティの関係を検証するこ
とである。 
 2 つ目は、消費者に知覚されるエコ的価値と消費者ロイヤルティの関係を検証した上、
日本と中国の両国の調査結果を比較することである。 
 3 つ目は、購買後、購買時点までの時間的な距離により生まれた心理的な距離が消費
者に知覚されるエコ的価値と消費者ロイヤルティの関係に与える影響を明らかにする
ことである。 
したがって、参考論文の理論的フレームワークを中国と日本で検証し、比較する。
参考論文と本研究の実験概要の比較は表 1－1 の通りである。 
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表 1－1 参考論文と本論文の実験概要の比較 
 
参考論文 本研究 
サンプル数 228 
中国 日本 
229 101 
調査対象 
自動車購買
経験のある
人 
自動車購買経験の 
ある中国人 
自動車購買経験のある 
日本人 
形式 
筆記アンケ
ート調査 
インターネットアンケート調査 
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第 3 節 本論文の構成 
 
 
本論文は 7 章で構成されている。 
第 1 章においては、研究の背景と研究の目的、本論文の構成を紹介する。研究の背
景の中で、まずは消費者の知覚価値とロイヤルティの関係を日本と中国の間で比較す
る問題意識を説明する。次に、本論文で検証するフレームワークの原型となる論文を
紹介する。そして最後に、日本と中国の比較を行う必要性を論じる。 
 第 2 章においては知覚価値に関する先行研究のレビューを行う。まずは知覚価値に
関する研究のレビューをする。その中で、知覚価値の定義と影響、消費者行動に対す
る重要性と、いかに過去の研究において細分化を行われてきたかについてレビューす
る。 
続いて第 3 章では、消費者ロイヤルティに関する研究をレビューする。まずは、ロ
イヤルティの概念を整理する。そのうえで、よくロイヤルティと共に取りあげられる 2
つの概念である満足度と再購買にも触れる。ロイヤルティと満足度の関係に関する先
行研究とロイヤルティと再購買に関する先行研究を整理する。その後、ロイヤルティ
の影響を整理する。 
第 4 章において、まず国際比較の基礎となる異文化比較の研究を巡る先行研究をレ
ビューする。そして、国際比較を行う方法論をレビューする。また、実験する際に注
意すべき留意点についても整理する。最後に、国際マーケティングに関する先行研究
をレビューする。 
 第 5 章では、モデルの構築と仮説の導出を説明する。第 1 節はモデルの構築につい
て、第 2 節は参考論文の仮説の導出について説明する。第 3 節は、オリジナル仮説の
導出である。そこで、本論文のモデルに新たに入れた国籍、最終学歴、時間的距離に
より生まれた心理的距離といった 3 つのモデレータ変数について論じる。 
 第 6 章では、まず本研究の調査概要を紹介する。そして、アンケートの作成につい
て紹介する。日本と中国で収集したデータを使い、分析を行う。測定尺度の信頼性と
弁別妥当性を検証する。モデル分析に次いで、すべての仮説を検証する。また、分析
結果を踏まえて考察を行う。 
第 7 章は総括として、まず本研究の分析結果に基づいて本研究成果の理論的インプ
10 
 
リケーションとビジネス・インプリケーションを論じる。そして、本研究の貢献をふ
れ、本研究の限界を反省しながら、今後の課題を引き出す。 
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第 2 章 知覚価値に関する研究 
 
 
第 1 節 知覚価値の定義 
 
 
企業は自社の価値提案で約束した価値を提供しなければならず、顧客にこの価値を
知覚してもらわなければならないため、顧客の「知覚価値」を基準に価格を設定する
企業が増えつつあるという現象も知覚プロセスで解釈できると思われる。知覚プロセ
スとは、人が与えられた情報を選別し、編成し、解釈し、そこから意味のある世界観
を形成するというプロセスである（Bernard and Gary 1964）。 
Kotler and Keller（2007）は顧客の知覚プロセスに関して、次のように述べている。
「知覚を左右するのは、物理的な刺激だけではない。その刺激の周囲との関係や、知
覚する人の状態も影響する。重要なのは、同じ現実に対しても、個人によって知覚は
大きく異なるということである。近くには 3 つのプロセス―選択的注意、選択的歪曲、
選択的記憶―が存在しているからである。それが故に、マーケターは消費者の注意を
引き起こしたくて刺激を与えても、消費者はその刺激に気付かない可能性がある。た
とえ、消費者はマーケターの出した刺激に気付いたとしても、マーケターは伝えたい
メッセージが消費者の受け止めた情報と違うことも起こる恐れがある。そして、人に
は自分の態度や信念を裏付けてくれるような情報を選択的に記憶する傾向がある。」し
たがって、マーケターが伝達したい価値を調査するよりも消費者の知覚価値を調査し
た結果が、マーケターにとって役に立つ情報になるだろう。そのため、本研究で調査
している価値とロイヤルティの関係は顧客の知覚価値を前提にしている関係となる。 
価値に関する研究は 1980 年代から盛んになった。価値の定義づけから、価値と消費
者の購買活動のさまざまな側面との関係における様々な研究が行われてきた。まず知
覚価値に関わる既存の概念を整理しよう。Kotler and Keller（2007）によると、顧客
の知覚価値とは、提供物と知覚される代替品の全ベネフィットおよび全コストを見込
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み客が評価した際の差である。 
 
Holbrook and Hirschman(1982)によれば、体験上の知覚は消費プロセスの象徴的な、
快楽的な、美的な側面を含めている。既存の情報処理の視点は、商品やサービスの本
来の使用目的あるいは、固有の機能がどれぐらい発揮されているかに基づき、商品が
主に使用基準で評価されると指摘している。製品やサービスがどれくらいよくその意
図された目的に叶うか、その適切な機能を実行するかによって評価される。 
 
Zeithaml（1988）によれば、知覚価値は消費者が与えられたものと受け止めたこと
に基づいて商品（またはサービス）の使用に対する全体的な評価である。この評価は
「受け止める（get）」と「与える（give）」の比較だと指摘された。顧客価値を 4 つの
次元に分類した。1 つ目は、低い値段；2 つ目は、消費者が商品から得たもの；3 つ目
は、支払った代価に相応する品質；4 つ目は、手放したものから得たものといった 4
つの次元である。低い値段から価値を感じ取る消費者もいれば、値段と価格のバラン
スのいい商品（またはサービス）から価値を感じ取る消費者もいる。したがって、同
じ商品から知覚する価値は消費者によって異なるという。そして、「価値」は「品質」
より上位的で、より主観的な概念であると指摘した。 
 
Monroe(1990)によると、消費者が商品から品質、あるいは他のベネフィットを知覚
する。そしてその商品に払ったお金から支出を知覚する。その価値は知覚された品質、
あるいは他のベネフィットと支出のトレード・オフであると主張している。 
 
Anderson et al. (1993) によれば、ビジネス・マーケットにおける価値とは、商品
の代価として消費者が支払った値段に対し、その商品から知覚する経済的、技術的、
サービス上の、社会的ベネフィットの全体を金銭に換算した値であるという。 
 
Gale(1994)は、調査を通じて品質と、市場シェアと、収益性との間の強い関係を見
出した。そして、企業によって行われた調査では消費者の購買属性動機、あるいは品
質や、正確な納品時間のような購買基準に焦点を当てることが多いと主張している。
ところが、多くの企業は無意識に内部向き志向の組織から優れた顧客価値の伝達にお
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いての競争を促進する組織に転換する障壁を築いていると指摘された。顧客価値とは、
マーケットに置かれた商品から知覚された品質とその価格を消費者が評価したもので
ある。 
 
Butz and Goodstein(1996)は、顧客価値とは、消費者は提供者に提供された商品、
またはサービスを利用し、付加価値を感じた際に、提供者との間で築いた感情の絆で
ある。 
 
Woodruff(1997)は、消費者の価値に対する考え方についての実証研究から得た消費
者の知覚価値に対する視点を採用し（Gardial et al. 1994; Richins 1994a, 1994b; 
Woodruff et al. 1990; Zeithaml 1988）、顧客価値を定義した。顧客価値とは、商品
の利用を通じて顧客の目標と目的を容易に成し遂げさせる（または妨げる）の商品属
性、その属性のパフォーマンスと使用から生じた結果に対する顧客の選好とそれの評
価である。 
 
上記の整理の通り、価値についての定義や分類は多々あるが、3 つの共通点がある。
1 つ目は、顧客価値が商品の利用に伴い、商品に固有のものである点である。2 つ目は、
顧客価値は消費者が感じ取るものであり、売り手が決めつけるものではない点である。
3 つ目は、以上のすべての視点は消費者が受け止めたものと、その商品を獲得する、も
しくは利用するために支出しないといけないものとのトレード・オフを含めている点
である。 
一方、顧客価値のさまざまな定義には相違点も存在する。１つ目は、顧客価値が他
の名詞で表現されている。その名詞の定義に対する理解も研究者によって異なるため、
顧客価値の定義も違ってくる点である。２つ目は、注目する購買プロセスの段階が違
うため、定義も違う点である。購買する前、購買する最中、購買後に知覚する価値は
全く違うからである。 
表現としては顧客価値（Customer Value/ Consumer Value）、知覚価値（Perceived 
Value）、消費価値（Consumption Value）などがある。研究内容によって、重点の置か
れるところが相違するため、表現も違ってくると言えるだろう。本研究において追試
する Koller et al.（2011）は購買プロセスの購買後という段階に注目しているため、
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知覚価値という表現だった。したがって、本論文も知覚価値という表現を採用する。 
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第 2 節 知覚価値の分類 
 
 
 前述にのとおり、知覚価値は常に消費者にもたらしたベネフィットと支出
（sacrifice）のトレード・オフの関係性を指す。1980 年代には、知覚価値に対するも
っとも一般的な定義は価格と品質の割合、あるいはトレード・オフであり（Cravens et 
al. 1988; Monroe 1990）、金銭から感じ取る価値の概念化だとも言えるのだろう。そ
れは、経済学でいわれる合理的な選択という前提に基づいた考え方である。無論、品
質と価格を通して金銭から知覚する価値に及ぼす影響は相違する。そのベネフィット
と支出の内容は数多くの研究者に豊富された。研究者によって定義も相違し、分類も
異なるため、整理していく。 
 
Sheth et al.（1991）によれば、消費選択は複数の「顧客価値」次元に関わると指
摘している。これらの顧客価値は様々な選択シチュエーションにおいて異なる役割を
果たしている。一つの商品は同時に社会的価値、感情的価値、機能的価値、認識的価
値、状況的価値といった 5 つの次元の価値を有することは可能だと指摘されている。
この 5 つの次元の価値は、購買レベルの意思決定と、商品レベルの意思決定、ブラン
ド・レベルの意思決定などのプロセスにおいて、選択から知覚できる効用と明らかに
関連している。 
 
Sheth et al.（1991）の研究は経済学と社会的で臨床心理学を取り入れ、価値がさ
まざまな分野において議論され、たくさんの集中的な調査を通して、Sheth et al.（1991）
の研究は確認されました。機能的な価値は消費者の選択に影響を及ぼす肝心なもので
あると思われてきたが、Sheth らはほかの次元の価値も場合によって購買の意思決定に
影響力を持っていると主張している。 
 
Holbrook(1994,1996,1999)は、顧客価値のモデル分類を提案した。彼のモデルの中
では、顧客価値が 8 つの部分に構成されていると主張している。それぞれは、効率、
品質、社会的価値、快楽さ、美的、道徳である。その中の効率は、既存研究で指摘さ
れた価格と品質のトレード・オフのこと以外、便利さも一つ重要な要因である。いわ
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ゆるサービス環境にアクセスするための時間上の便利さと、空間上の便利さである。
品質は、機能の優秀さを指す。消費から感じる社会地位がもたらす価値がある。そし
て社会的地位と似ている尊重されることから感じる価値もある。快楽さは字面通りの
意味で、ほぼすべての商品の求められる価値である。美的な価値は言及される研究が
まだ尐ないが、消費者行動のプロセスにおいて重要な価値に間違いない。そして、消
費者行動の倫理、精神の側面に関わる価値は類似しているが、Holbrook に 2 つの価値
に分けられた。顧客価値を固有価値と外来価値を軸に、自己志向（self-oriented）と
他人志向(other-oriented)を軸に、それに行動と反応を軸に、表 2－1 のように分類し
た。 
 
表 2-1 Holbrook による価値の分類 
  外来(extrinsic) 固有(intrinsic) 
自己志向 
(self-oriented) 
行動的 
(active) 
効率 
（便利さ、 
アウトプット/インプット） 
快楽さ 
（楽しさ） 
反応的 
(reactive) 
優秀さ 
（品質） 
美的 
（美的なセンス） 
他人志向 
(other-oriented) 
行動的 
(active) 
地位 
（成功、 
イメージ・マネジメント) 
道徳 
（公平、モラール） 
反応的 
(reactive) 
尊重 
（名誉、物室主義所有） 
精神 
（宗教に関する信念） 
出所: Holbrook, M. B (1999)  
―――― and Morris B (1994) 
 
 Woodall（2003）は 5 つの価値の分類を提案した。それぞれは、純価値（商品から得
た便益から支出を差し引いたもの）、マーケティング価値（商品の属性）、獲得価値（利
用によって生じたアウトカム）、セール価値（低い価格、支出の削減）である。そして、
価値を 4 つのカテゴリーに分類した。それは、購買前に生じた価値、取引する際に生
じた価値、購買後の消費に生じた価値、廃棄・処理する際に生じた価値に分けられる。 
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 Khalifa（2004）は知覚価値を 3 つの軸で分類した。1 つ目は、交換の顧客価値とい
う軸であり、いわゆる従来のベネフィットと支出のトレード・オフである。2 つ目は、
顧客価値の構築という、顧客価値の方程式のベネフィットという側面に注目する軸で
ある。3 つ目は、顧客価値のダイナミックスという、顧客は企業の提供した価値をいか
に評価するかを反映する軸である。 
 
図２－１ 顧客価値の研究のストリーム 
 
出所: Sanchez et al.(2007)  
 
 Lindgreen and Wynstra（2005）は、顧客価値を 2 つのストリームに分類した。1 つ
は、商品とサービスから生じた価値であり、もう 1 つは、買い手と売り手のリレーシ
ョンシップから生じた価値である。それ以外、Burns(1993)は商品価値、使用価値、所
有価値、全体価値４つのタイプの価値は消費者評価プロセスにおける関連を明らかに
した。前述のとおり、顧客価値を分類する軸はたくさん開発されたが、Sanchez and 
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Iniesta（2007）はより体系的に顧客価値を分類した。 
 
Sanchez and Iniesta（2007）は、図 2-1 のように顧客価値に関する研究を全体次元
（unidimensional）と多次元（multidimensional）といった２つのストリームに分け
た。全体次元は経済学と認識心理学に根付いた視点であるが、多次元は消費者行動心
理学に基づいた視点である。全体次元は価値を使用と経済の概念でまとめたことに対
し、多次元は価値を、消費者行動を持って定義付けた。全体次元は認識的アプローチ
で、多次元は認識―反応アプローチで価値を定義した。全体次元は顧客価値の特性を
単純化した一方、多次元は顧客価値の複雑な特性を強調している。全体次元は売り手
が提供した価値は如何に評価されるかに焦点を当てるが、多次元は如何に顧客価値を
向上させるかに焦点を当てる。全体次元の視点における顧客価値の前提条件はまだ明
らかにされていなく、多次元の視点におかれた顧客価値の内容はまだ明確にされてい
ない。全体次元は価値を一つの全体として直接に観察するが、多次元はほかの観察変
数から価値を測定する。全体次元は広範的にほかの研究に取り入れられているに対し、
多次元視点はそれほど取り入れられなかった。 
  
 Sanchez et al. (2008) は、購買プロセス全体に関わる価値の構成は非常に複雑の
ため、購買後の顧客価値に焦点を当てて調査を行った。サービスという消費文脈にお
いて Holbrook の研究に基づき、社会地位の価値と尊重の価値を一つの社会的価値に合
わせ、倫理的価値と精神の側面に関わる価値を道徳的価値という一つの価値にした。
そして、図 2-1 のような顧客価値モデル構造全体を提案し、検証した。まずは、イン
タビューという形で予備調査を行い、質問項目を確定した。本調査はスペインのベジ
タリアン・レストランで行われた。調査においては、顧客価値の抽象的な部分のみな
らず、認知的な部分にも焦点を当てている。この実証研究を通じ、マーケターの顧客
価値に対する理解を高めると考えられる。マーケターにより消費者のニーズに合わせ
たサービスをデザインさせることができる。それによって、マーケターはより正確に
消費者のセグメントを分けることができ、より影響力を有するコミュニケーション手
段を狙うことができる。そして、企業は既存研究を新たな価値を創造するきっかけに
すべきである。実験から得たデータによると、品質―価格関係に基づき、合理的、あ
るいは機能的志向は検証された。それ以外、顧客価値の感情的、あるいは快楽的な側
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面の重要性も検証された。特に、サービス消費文脈における快楽と美の価値の重要さ
は見出された。道徳という側面における顧客価値はまだ深く研究されていないが、こ
の研究では、道徳という側面は顧客価値を反映する重要な潜在的な因子であると指摘
した。 
 
図 2-1 顧客価値のモデル構造 
 
 
 
出所: Sanchez-Fernandez Raquel., M. Angeles Iniesta-Bonillo., and Morris B. Holbrook (2008) 
 
上記の整理の通り、知覚価値を分類する軸は数多く開発されてきた。その中でも、
最 も 多 く 引 用 さ れ て い る の は 、 Holbrook（ 1994,1996,1999） と Sanchez and 
Iniesta(2007)である。そのため本研究では Sanchez and Iniesta(2007)の提案した多
次元視点（multidementional）から顧客価値に関する調査を行う。 
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第 3 節 知覚価値の先行条件と影響 
 
 
 第 2 章第 1 節で整理した知覚価値の概念の通り、従来知覚価値の先行条件は知覚される
ベネフィットと知覚される支出などである。 
前述の先行条件以外、Sweeney et al. (1999)によると、知覚リスクも知覚価値に影
響を与え、間接的に顧客満足度に影響を与える。Sweeney et al. (1999) は耐久消費
財の消費文脈を元に、調査を行った。知覚価値に対し、パフォーマンス・リスクとフ
ァイナンシャル・リスクは従来の知覚価値や価格より、ずいぶん大きな影響力を有す
ると指摘された。 
 
Sweeney and Soutar(2001)は、4 次元の知覚価値構造モデルの測定スケールを開発し、
検証した。4 つの次元の価値はそれぞれ品質、感情的価値、価格、社会的価値である。
分析結果によって、消費者は商品の機能面あるいは、パフォーマンスから価値を知覚
するだけではなく、感情的価値や社会的価値も知覚できると証明できた。そのモデル
は購買後の段階に適用できるだけではなく、再購買の場合にも適用できる。多次元の
価値構造モデルは消費者の行動をよりよく解釈できる。消費者行動の分析にとって顧
客価値が不可欠の手がかりであると指摘された。Sweeney and Soutar（2001）で提案
したモデルを利用し、特定の消費文脈において実証調査を行った研究も尐なくない。
Pura(2005)はその中の一つである。 
 
 Pura（2005）は、携帯電話サービスの利用という文脈で、態度的ロイヤルティと行動的
ロイヤルティに及ぼす知覚価値の直接影響を分析した。この文脈において、顧客価値を 6
つの次元に定義した。それぞれは、金銭、便利、社会的、感情的、状況的、認識的である。 
 
Varki& Colgate(2001)は、消費者行動の全体的なモデルの中の知覚価格の影響を調
査した。結果によると、知覚価値の先行条件の一つである知覚価格が知覚価値に大き
な影響を及ぼす。知覚価値は、消費者満足度の企業と消費者との長期的なリレーショ
ンシップに与える影響に対する理解にとっても重要である。 
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Cronin et al. (2000) は、6 つのサービス業界をわたって品質、満足度と顧客価値
と消費者行動の関係について研究した。サービスの品質とサービスの価値と満足度は
消費者の行動に直接な影響を及ぼすと指摘された。そして、満足度を経由した消費者
行動に及ぼすサービス品質の間接影響より、サービスの価値を経由した間接的な影響
は消費者行動に与える影響の方が高いと思われる。 
 
Woodruff(1997)は、顧客価値が競争優位の資源になると指摘した。顧客価値の伝達
に基づいた戦略は従来の品質管理に基づいたマネジリアル戦略と全く別物である。品
質管理から獲得したマネジリアル戦略のノウハウは顧客価値志向の戦略には適用でき
ない。顧客価値志向の戦略は企業文化、企業構造、マネジリアル能力を見直すうえで
構築されなければならない。 
 
Wang et al. (2004) は、顧客価値が満足の消費者と企業の長期的なリレーションシ
ップの維持に与える影響の理解を深めると唱えている。機能的価値、感情的価値、社
会的価値は顧客満足度に正の直接影響を与える。知覚する支出は消費者満足度には負
の直接影響を与える。顧客満足度はブランド・ロイヤルティに正の影響を与える。機
能的価値、感情的価値、社会的価値は顧客の満足度を経由してブランド・ロイヤルテ
ィに間接影響を及ぼしていると指摘している。 
 
第 2 章では、まず知覚価値の定義をレビューし、過去の研究で多く取り上げられた
概念から本研究で採用する表現を確認した。また、知覚価値の様々な分類の軸に関す
る研究をレビューし、更なる知覚価値に関する研究の全体像に対する理解を深めた。
第 3節では、知覚価値の先行条件と他のマーケティング要素に与える影響を整理した。
続いての第 3 章では、知覚価値とよく一緒に取り上げられる概念であるロイヤルティ
に関する研究を整理していく。 
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第 3 章 消費者ロイヤルティに関する先行研究 
 
 
第 1 節 ロイヤルティの概念 
 
 
 ロイヤルティは数多くの学者に定義されたが、良く引用されて代表的なのは、Jacoby 
and Kyner（1973）の定義である。Jacoby and Kyner（1973）がロイヤルティに定義
を付けるまでに、尐なくとも 8 つの定義があった。したがって、まずロイヤルティの
概念の整理を行う必要があるのだろう。 
ロイヤルティには態度的ロイヤルティと行動的ロイヤルティの 2 つの側面があると
認識されたのは、1969 年である。しかし、研究の初期段階では主に行動的側面をロイ
ヤルティだと捉えていた（小野 2002; Oliver 1999）。態度的側面に関する研究は増え
てきたのは 1970 年代初期からである。その中、代表的なのは Jacoby and Kyner（1973）
である。彼らは態度と行動の二つの次元からロイヤルティの定義を付けた。本研究で
扱っているロイヤルティは、態度的ロイヤルティである。 
 
 Jacoby and Kyner（1973）は、ブランド・ロイヤルティを「特定の意思決定単位に
よって、時間を超えて表現された、製品市場に存在するブランド群の中の一つないし
複数のブランドに対するランダムではなく偏向的な、心理的・評価プロセスの結果と
して発生する、行動的反応、すなわち購買である」と定義した。その中、6 つの必要
で充分な条件に表現されている。それは、（1）ランダムではなく、偏向的である、（2）
再購買のような行動に反応している、（3）時間の経過につれて現れてくる、（4）一連
の意思決定のユニットである、（5）一連のブランドの中の一つ、またはいくつかに敬
意を払っている、（6）意思決定や、評価などの心理的プロセスの一環である。 
 
Oliver（1980）によると、ロイヤルティを「他の製品サービスへのスイッチを引き
起こす可能性のある状況的影響やマーケティング努力が存在するにもかかわらず、将
来もまた当該製品サービスを再購入や再利用しようとする強力なコミットメント」と
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定義した。 
 
しかし、再購買を引き起こせるのは全部ロイヤルティだとは言えない。習慣（habit）
である。習慣の概念とロイヤルティの概念と比較するという視点からロイヤルティの
概念を整理しよう。 
 
Liu and Tam（2013）によれば、ロイヤルティと習慣は発展プロセス、再購買喚起メカ
ニズム、行動に表れる反応、そして維持していくための条件の４つの側面では相違する。
消費者は習慣の養成の理由がよくわからない場合が多いに対し、ロイヤルティは消費者の
ブランドに対する積極的な評価のような明確な意識によって生まれる。ロイヤルティは消
費者の感情を引き起こしているが、習慣はある特定の購買文脈（時間 e.g.昼間、場所 e.g.
家、オフィス、社会的環境 e.g.誰かと一緒にいる、あるイベントの前後、e.g.ジムの後）の
元でしか生まれない。ロイヤルティはさまざまなシチュエーションで有効であるが、習慣
はある特定の購買文脈においてだけ有効である。したがって、ブランドに対する消費者の
態度が変わらない限り、消費者のロイヤルティは変わらなく、再購買に結びつく。また、
消費者の生活パターン、あるいは行動パターンは変わらない限り、習慣は変わらなく、再
購買に結びつく。 
 
 Oliver（1999）によれば、真のブランド・ロイヤルティを見出すためには、伝統的
な消費者態度構造に含まれる信念・感情・意図についての調査が必要である。認知―
感情―行動意欲というパターンに準拠し、各段階においてロイヤルになりうる。すな
わち、消費者は、まず認知的感覚においてロイヤルになり、次に感情的感覚において
ロイヤルになり、そして行動意欲においてロイヤルになり、最終的に行動惰性といわ
れる行動的なロイヤルに達する。まとめると、表 3-1 の通りである。そして、各段階
には弱さがある。弱さの源泉には２つあると指摘された。それは、消費者自身に起因
するものと、スイッチング誘因である。マーケターが自社のロイヤルな顧客基盤を保
護するには、前述の各段階の弱さの特定化が必要である。 
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表 3-1 ロイヤルティの 4 段階 
段階 識別の目印 内容 
認知的 
ロイヤルティ 
価格や特徴と
いった、情報
に対するロイ
ヤルティ 
製品・サービスの特徴や価格などの属性パフォーマン
ス情報に対するコミットメント 
⇒製品属性に対するロイヤルティ 
感情的 
ロイヤルティ 
好みに対する
ロイヤルティ
「好きだから
買う」 
ブランドの全体評価に基づいた好意的感情であり、顧
客満足とも関連がある 
⇒製品・サービスやブランド事態についてのロイヤル
ティ 
行動意欲的 
ロイヤルティ 
意図に対する
ロイヤルティ
「これを買う
ことにコミッ
トしている」 
特定ブランドを再購買しようという行動意図に関す
るコミットメント 
⇒行動意図であるため、実際の行動に結びつかない場
合もある 
行動的 
ロイヤルティ 
行動惰性に対
するロイヤル
ティであり、
障害克服と結
びついている 
再購買という行為に対するコミットメント 
⇒障害を克服しても、特定のブランドを再購買する 
【出所】Oliver（1999）、小野（2002）、中野香織（2005）、に基づいて作成。 
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第 2 節 ロイヤルティと満足度と再購買に関する研究 
 
 
消費者ロイヤルティは常に消費者満足度と再購買行動といった 2 つの概念と一緒に
議論される。満足度の向上は同じ程度のロイヤルティの高まりをもたらすとは限らな
い（Soderlund and Vilgon, 1999）ため、満足度とロイヤルティのリレーションシッ
プの研究は必要である。Powers and Valentine （2008）は、満足度の累積レベルは
消費者の商品もしくは、サービスに対する態度に影響を与え、また購買行動などの行
動意図にも影響を及ぼすと主張した。また、企業にとって再購買と満足度を直結させ
るのは難しいと指摘した。まずはロイヤルティと満足度および、ロイヤルティと再購
買に関する研究を整理していく。 
 
 
第 1 項 ロイヤルティと満足度に関する研究 
 
 
Curtis, et al. （2011）によると、満足は独立変数として消費者のロイヤルティと
再購買行動につながると考えられる。スイッチングコストは企業と顧客の関係に負の
影響を与える。満足度―ロイヤルティ関係の文献をレビューすると２つの主たる視点
がある。１つ目は、満足度は消費者ロイヤルティの主要の誘因である。満足度は消費
者将来の選択にも影響を及ぼし、顧客の維持を促進する。顧客はブランドに忠実する
のは満足してそのリレーションシップを継続したいからである。２つ目は、消費者満
足度は消費者ロイヤルティに正の影響を与えるが、ロイヤルティの形成の十分条件で
はないという視点である。ロイヤルな消費者は満足するにもかかわらず、満足は常に
ロイヤルティになるとは限らないと議論している。忠実で満足した顧客であっても、
競合他社のクーポンや値下げなどの環境要因に弱いと指摘した（Reichheld, et al. 
2000 ; Suh and Yi 2006）。したがって、満足度はロイヤルティの唯一の要因ではない。
完全に満足された顧客は脱走、スイッチングする可能性は低くなることについて研究
者たちは合意している。また、満足度は消費者ロイヤルティを構成する重要な要素で
ある。顧客は経験とサービスの品質に満足されてロイヤルになることはできるが、様々
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な原因で再購買しなくなる。したがって、企業にとって利益追求に関しては、消費者
再購買行動は重要なことで考慮に入れなければいけない。満足度と再購買も線型の関
係ではない。研究者たちは自分の研究の中のロイヤルティのタイプを定義しないため、
ロイヤルティの構成と、ロイヤルティと満足と再購買の関係の強さは誤解される。 
 
Mittal and Kamakura （2001）、満足度―再購買関係の多様化は３つの原因に帰する
ことができる。１つ目は、満足された消費者の特徴が異なるため、様々なレベルの再
購買をしているという満足度の発端である。2 つ目は、消費者の特徴が違うため、アン
ケートの答えは本当の答えではなく、回答から得た得点回答バイアスである。3 つ目は、
満足度―再購買の関係は直線型ではなく、消費者によって関係も異なるという直線性
ではないという理由である。満足に対する同一の評価以外、年齢、教育、婚姻状況、
性別、居住地によって購買行動は大きく異なる。ブランド・ロイヤルティはブランド
の実際の購買を伴う。選好についての言葉の記述は、ブランド・ロイヤルティを確定
するのに十分ではない。 
 
Bloemer and Kasper （1995）は、多くの研究はロイヤルティと満足度の関係を研究
する際、ロイヤルティのタイプを考慮に入れなかったと指摘した。満足度を独立変数
に見なした研究者も満足度のタイプを考慮に入れなかった。顧客満足度とブランド・
ロイヤルティは簡単で一直線な関係ではないと提唱した。 
 
Fornell（1992）、顧客満足度は企業の運営状況、将来の見通しを意味している。そ
して顧客満足度は、消費者ロイヤルティの形成、顧客移転の防止、マーケティング・
コストの削減、ビジネス名誉の向上などのベネフィットも提供している。 
 
Carpenter and Fairhurst（2005）によると、企業は顧客との約束をどれほど達成で
きたかが企業戦略の成功につながっている。更に、長期的な収益関係の形成にも関連
している。満足は態度と再購買と推薦に影響を及ぼすが、ロイヤルティに直接影響を
与えないと指摘した。 
 
Chow and Zhang（2008）は、ブランド・スイッチングは消費者の不満から生じがち
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のため、マネージャにとって商品の顧客を満足させる属性と不満させる属性を見分け
ることは非常に重要であると主張した。 
 
Oliver （1999）、満足度とロイヤルティの関係はまだちゃんと定義されていないと
指摘した。満足度とロイヤルティの６つのタイプのリレーションシップを提案した。
すべてのリレーションシップは満足度とロイヤルティの違う概念と視点から生じた。
満足度とロイヤルティは同じ概念の２つ属性の一方、満足度とロイヤルティは２つの
まったく違う概念である。究極のロイヤルティは満足度を含めており、満足とロイヤ
ルティは重ねる部分があり、満足はロイヤルティに転換せず、そのまま存在する場合
もあると証明された。ロイヤルティは商品の知覚された優勢と、個人のこだわりと、
社会的絆と、それらのシナジー効果との組み合わせとして生まれる。 
 
Olsen（2007）、満足度はロイヤルティの形成に必須の部分だと見なされているが、
ロイヤルティが他のメカニズムから得られる際に、満足度の重要性は弱まり始めた。
一般的な視点から見ると満足は再購買につながっているにもかかわらず、満足は再購
買行動に直接関係していることを証明した実証研究はほとんどないと指摘された。 
 
Rowley and Dawes（2000）、満足度とロイヤルティの関係は簡単でもなく、線型でも
ない。満足された顧客でも脱走する可能性がある。商品との関与の程度もロイヤルテ
ィを構成する重要な要素であると指摘した。 
 
Taylor, et al. （2006）、ロイヤルティは研究者によって定義と視点が相違し、多
次元構造の概念である。数多くの要因は満足度―ロイヤルティ―再購買リレーション
シップを複雑にした。問題は、研究者たちは自分の研究のロイヤルティは態度的ロイ
ヤルティか、あるいは行動的ロイヤルティか、あるいは混成したものかを定義しない
からである。構成概念が多いため、問題がロイヤルティの定義に関する意見の相違に
あることを確認された。 
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第 2 項 ロイヤルティと再購買に関する研究 
 
 
Curtis（2011）によれば、再購買の概念と、再購買を影響する要因はすでに数多く
の研究者に研究されてきた。再購買は同じ商品、あるいはサービスを１つ以上の場面
で購入されたことによって生じた消費者の行動上の結果であると定義された。顧客は
類似している売り手から類似している商品を重複に購買しており、大多数の購買は単
一のイベントではなく、一連のイベントを意味している。（顧客）維持も再購買のもう
１つの通語であり、リレーションシップ・マーケティングにおいて重要な変数だと思
われている。Peyrot and Doren （1994）によると、大多数の消費者の購買は潜在的
なリピート購買である。再購買は二つの形式に分けられた。一つはまた購買する意図
である。もう一つは、積極的な口コミや推薦を行うことである（Zeithaml, et al. 1996）。 
 
Hume et al. （2007）、再購買は行動であり、再購買意図は将来小売業者もしくはサ
プライヤーとの活動をするという顧客の意思決定だと定義されている。ロイヤルティ
と再購買はよく混同される概念である。ロイヤルティの多次元構造に、ならびに数多
く定義されたロイヤルティの概念に起因していることである。 
 
Dixon, et al. （2005）の研究ではすでに購買意図と過去の購買行動は将来の消費者
の実際行動につながるかに関して議論した。ロイヤルな消費者は競合他社があるにも
かかわらず、継続的に再購買だと期待されている。 
 
Law, et al. （2004, p.547） は、「状況の影響とマーケティングは行動のスイッチ
ングを引き起こす潜在能力があるにも関わらず、将来持続的に好みの商品 /サービスを
購入し、同じブランドあるいは同じブランドシリーズの重複購買になるという高コミ
ットメントである」という Oliver の定義したロイヤルティの概念を使った。ロイヤル
ティを行動より態度だと考えている。行動的ロイヤルティは単なる商品、もしくはサ
ービスの再購買である。消費者の再購買する傾向はロイヤルティの重要な要素である。 
 
Solvang （2007）は、より高いレベルの再購買行動とロイヤルな顧客の増加を確認
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することを通じてマネージャは顧客を十分満足させたことを確認するために、マーケ
ティングに焦点を当てるべきであると指摘した。 
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第３節 ロイヤルティの影響 
 
 
Kotler and Keller（2010）によると、「アメリカン・エキスプレスの経営幹部によ
れば、最高の顧客は他の客と比べ、小売業で 16 倍、飲食業 13 倍、航空業 12 倍、ホ
テル業で 5 倍の額を使うという。そして、有名な 20 対 80 法則は、上位 20％の顧客が
企業全体の収益の 80％を生み出すというものである。更に、シャーデンは、これを 20
対 80 対 30 の法則に変更すべきだという。」つまり、上位 20％の顧客が企業全体の収
益の 80％を生み出し、その収益の半分は会 30％の利益性のない顧客へのサービスで失
われているというのである（William 1994）。以上の具体的な数字から企業にとって顧
客のロイヤルティの重要性が見えるのであろう。ロイヤルティの高い顧客は一般的な
顧客より企業に遥かに多い利益をもたらす。独占市場あるいは寡占市場ではなければ、
ほぼすべての企業は新規顧客の創造以外、既存顧客の維持という課題も抱えていると
言えよう。多くのメーカーから提供された幅広い選択肢があるため、消費者が選択を
スイッチングする障壁が低く、現在の消費者は気楽に様々な企業の間で移転すること
ができる（Liu,2007）。特に、市場に顧客が尐なくマージンが高い場合、多くの売り手
はパートナーシップ・マーケティングへと向かう。言い換えると、顧客のロイヤルテ
ィを重視する傾向がある。マージンが高ければ高いほど、一人ひとり顧客の選択の変
更は企業の売上げに大きな影響を及ぼすからだ。 
 多くの研究は消費者の選択に関してロイヤルティは重要な役割を果たしているとい
う（Jeuland 1979）。また、既存顧客の重要性が、マーケティングにおいて強調される
理由は、しばしばそれがもたらす経済成果と結び付けられるからである。この経済成
果は、顧客ロイヤルティあるいは顧客維持の経済性（economies of customer retention）
の問題と呼ばれている。一般に、満足した既存客は、いくつかの経済的効果をもたら
すという経験則や研究知見が報告されている（小野、2002）。その既存客の経済的効果
はロイヤルティの効果だともいえるだろう。 
 
【価格の交渉力に及ぼす影響】 
 Anderson（1996）によれば、製品・サービスにプレミアム価格を設定して既存顧客
に販売しうる、もしくは価格弾力性を低下させることができる。ロイヤルティの向上
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によって、価格に関する売り手の交渉力が強くなる。 
 
【コストと市場シェアに与える影響】 
Fornell & QWernerfelt（1987）、Reichheld（1996）、Reicheeld & Sasser（1990）
によれば、新規顧客獲得にかかるプロモーション費用を削減しながら市場シェアを確
保することができ、その結果、顧客ロイヤルティの向上を目指したマーケティングは、
より効率的な戦略となる。既存顧客を維持するより新規顧客を獲得するには遥かに多
くのコストがかかるのも、ロイヤルティが企業にとって重要である理由となる。ロイ
ヤルティの構築と顧客の維持のために、スイッチングコストを高め、スイッチング意
図を妨げる企業もある（Lee and Romaniuk、2009）。市場シェアの維持につながると
考えられる。 
 
【口コミに及ぼす影響】 
自社ならびに自社ブランドに対しての肯定的な口コミや他の消費者を紹介するとい
う効果が見込まれる（Oliver 1980）。さらに、近年マーケティング 3.0 の時代の到来
に従い、インターネット上の口コミが普及され、よく利用されるようになった。ロイ
ヤルティの口コミに及ぼす効果はより一層著しく、範囲上より広く、時間上より迅速
になった。それが故に、近年口コミは理論的な討論も、実務上の討論も注目を集めつ
つある。Heitmann et al. （2007）は、満足度はロイヤルティ、推薦意欲、口コミに
正の影響を及ぼすと指摘した。 
 
【企業のイノベーションに与える影響】 
ロイヤルティの高い既存客のニーズを充たすようなブランド拡張や製品ライン拡張
を効果的に実行することができる（Aaker, 1991）。 関連する製品やサービスをクロ
ス・セルできる可能性が高まる（Crosby et al.,1990）。 ロイヤルティの高いリード・
ユーザー（lead-user）によって新製品開発におけるイノベーションの源泉世なるアイ
デアが見出されたり、新製品をテストしたりする機会となる（von Hippel, 1986）。 
 
第 3 章では、まずロイヤルティの概念を確認したうえで、ロイヤルティと密接に関
連している概念である満足度と、よくロイヤルティと同一の概念だと見なされがちの
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概念である再購買に関する研究を整理した。そして、ロイヤルティのほかのマーケテ
ィング要素に与える影響を整理した。第 4 章では、国際比較に関わる異文化比較の研
究や国際比較研究を行う際の留意点、そして国際マーケティングに関する研究を整理
していく。 
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第 4 章 国際比較に関する研究 
 
 
第 1 節 異文化比較に関する研究 
 
 
 消費者行動が国によって異なるのは、国の文化や経済、社会的背景が異なるためで
ある。その中でも、経済的背景と社会的背景は時間の流れにつれて変わるものである
が、国の文化はそれほど変わりやすいものではない。したがって、本章においては、
まずは異文化比較のいくつかの枠組みをレビューする。 
 
 Hall(1977)によれば、高コンテクスト文化と低コンテクスト文化という区分が可能
である。高コンテクスト文化では、メッセージの解釈にあたって文脈的な手がかりが
非常に重視される。メッセージのなかに文脈的な手がかりを明示することは尐なく、
口にされなかった事柄が、口にされたことと同じぐらい重要―より重要とまでは言わ
ないが、－となることが多い。たとえば、メッセージの送り手と受け手の関係の性質
（性別、年齢、権力）は、文脈的な手がかりとなる。高コンテクスト社会の代表は、
儒教文化圏（中国、韓国、日本）と、ラテンアメリカである。外部の者の目には、高
コンテクスト文化は、まったく不可解に見えることがしばしばある。低コンテクスト
文化には、明確なコミュニケーション上の決まりがある。すなわち、意味されること
は、語られていることである。メッセージを伝える文脈の違いは、意味とは無関係で
ある。アメリカ、スカンジナビア、そしてドイツは、この低コンテクスト文化の代表
である。 
 
 Kotabe and Helsen（2008）は、高コンテクスト文化と低コンテクスト文化の違いは、
国際マーケティングの多くの分野で問題となると指摘した。たとえば、多くのアメリ
カ企業は、広域でセールスパーソンを移動させたがる。しかし、高コンテクスト社会
34 
 
では信用を築き、顧客との信頼関係を形成することが重要であり、きぎょうは異なっ
たローテーション政策が必要となるかもしれない。国際的な広告キャンペーンにおい
ても、高コンテクスト文化の心情に沿って開発したキャンペーンが、低コンテクスト
文化ではあまり効果的でないことがあり、その逆もまた起こる。 
 
 Hofstede（1991）は世界中のIBMの60を超える子会社の従業員を対象に行った大規模
な調査プロジェクトに基づき、文化の分類枠組みを開発した。4つの特性に関する調査
である。1つ目の特性は権力格差である。人々の間で許容範囲とみなされる不平等の程
度に関連している。権力格差が大きい社会は、比較的社会の不平等への寛容度は高く、
人々は皆ふさわしい位置を社会の中で与えられる。権力格差の小さい社会は、より平
等主義的である。第2の特性は、不確実回避である。人々が不確実さをどの程度恐れ、
それを取り除くためにどのように対処するかに関連する。不確実性回避が強い社会で
は、生活を律する厳しいルールや型へのこだわりが強い。不確実性回避が弱い社会で
は、人々は物事に無頓着で、革新的で、企業家精神に富む。陰謀は苦手である。第3の
特性は、個人主義である。この指標は、人々がグループの一員ではなく個人として行
動することを好む度合いを表す。個人主義の文化の中では、子供は早い段階で将来の
自立の必要性を認識する。集団への忠誠心はほとんど必要ない。集団主義社会では、
集団の構成員である仲間と、それ以外の人々を区別して扱う。人々は集団による庇護
を期待し、生涯を通じて集団に忠実である。第4の特性は、男らしさである。それは、
自己主張、地位、成功、社会の中での競争心、達成といった「男性的」価値を尊び、
人間味、団結、生活の質といった「女性的」価値と対立する。「男らしい」社会という
のは、男性の役割に結びつく価値が優勢である社会である。 
 
 Robert et al.（ 2004）によると、160人の研究者チームの成果により、「グローバ
ル・リーダーシップと組織的行動の有効性」（GLOBEプロジェクト）は開発された。こ
のプログラムは62の文化の価値観、およびその組織的リーダーシップへの影響を解明
しようとするものである。プログラムの研究者たちは9つの文化特性の尺度を開発した。
最初の3つはHofstede（1991）が主張した権力格差、不確実回避性、集団主義（社会的
集団主義）の構造と同じである。ほかは集団内集団主義、男女の平等、自己主張、未
来志向、業績志向、人間志向といった6つの特性である。GLOBEはHofstede（1991）の
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主張した構造と重なる部分もあるが、顕著な違いもある。GLOBEは9つの文化特性のそ
れぞれについて、2つの視点から各国の得点を割り出している。2つの視点はそれぞれ、
「どうあるか」を報告した文化行動と、「どうあるべきか」をとらえた価値観である。 
 
 世界価値観調査（World Value Survey）は世界の指導的立場にある諸大学の社会が
各社のネットワークによって行われ、80か国の人々の価値観や信念を評価している。
調査は1980年代初めから2001年までに行われてきた。世界価値観調査は複数回行われ
たため、初期の調査による価値観と最近の調査による価値観の比較が可能である。グ
リッドの横軸は、信頼、アウトサイダーへの寛容度、および個人の自由と自己表現の
優先度に与えられる優先度を測定している。縦軸は、各国が、宗教的価値観と世俗的
価値観にどのように重きを置いているかを示している。多くの先進国は右上の上限に
位置する。途上国は左下に位置する。 
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第 2 節 国際比較の方法論に関する研究 
 
 
消費者行動の国際比較に関する研究の必要性はともかく、そうした研究の必要性と
共に認識されてきたのが研究の困難性である（Berent 1975; Mayor 1980）。国際比較
の方法論について、阿部（1984, 1993, 1996）が詳しく検討した。 
 
阿部（1984）によると、消費者行動の国際比較は、（1）単純集計されたデータによ
る比較、（2）統計的分析技法を用いた比較、（3）、明示的な消費者行動モデルに基づい
た比較、（4）構成概念妥当性を抑えた比較の 4 つのレベルに分けることができる。そ
の中、最も厳密に実行できる実験のやり方は消費者行動の明示的なモデルを用い、構
成概念の測定妥当性を確かめつつ行う比較研究であると指摘された。 
 
 阿部（1993, 1996）は、国際比較研究を行う際に比較しようとしていることはどこ
まで比較可能かを検討しなければならないと主張した。そこで、消費者行動の比較可
能性、概念的相等性、概念の操作化における相等性、測定相等性、データ収集の相等
性といった 5 つの概念を取り上げた。国際比較研究において、まず検討しなければな
らないのは複数の国で用いられる概念は等しいかどうか、すなわち概念的相当性であ
る。国によって、字面の意味は同じにもかかわらず、比較される概念がほかの概念や
変数と同じ関係を有しているかを検討しなければならないと指摘された。概念的相当
性は高いことが望ましいが、複数の国で用いられた概念に違いがあると、その違いを
はっきり抑えられるときだけに、比較可能性を回復することができる。 
 概念的相当性を抑えた上に、概念の操作化における相当性を検討すべきである。そ
の概念の測定のための操作化にあたってどこまで比較対象国間で相当性が求められる
かということである。操作化にあたって最も重要なことは、いずれの国においてもそ
の概念が十分にとらえられていること、共通部分の捉え方において根本的な差異がな
いということである。 
 測定相当性は測定に用いられる尺度の相当性、言語の翻訳における相当性、および
測定された数値そのものの相当性の 3 つの内容に分けて考えられる。尺度相当性は操
作化における相当性で検討した各項目について用いられる尺度が相当するかどうかと
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いうことである。また、測定相当性を確保するために、翻訳相当性も確認すべきだと
思われる。測定相当性のうち数値の相当性を確認することは最も困難である。スコア
相当性の測定の困難なのは国別の測定値の平均や分散の差が測定しようとする概念の
量的な差に基づいているのか、それとも上述した相当性の欠如が複合して生じている
のかを識別できないからである。その上、国別の回答の仕方の差などが反映されてい
る可能性もあるからである。 
 そして、データ収集の相当性も確保になければならない。データ収集の相当性は、
標本誤差と非標本誤差の分類に対応する形でサンプリングの相当性とデータ収集方法
の相当性に分けられる。データ収集相当性を確保するために、比較調査のなされる国々
の事情に通じた研究者の協力と事前の研究計画に十分な注意を払う必要があると考え
られる。 
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第 3 節 国際マーケティングに関する研究 
 
 
 Mooji(1998、p.147)によると、文化的な価値は、消費者の購買動機の決定要因の 1
つとなる。文化が異なると車の購買動機も異なったものとなる。不確実性回避性が弱
く、女性的な国だと、安全性と値頃感をより重視する。不確実性回性が避弱く、男性
的な国だと、ステイタスを象徴する大きさや出力をより重視するのであろう。不確実
性回避性が強く、女性的な国だと、デザインや、スタイルや、ファッションをより重
視していると考えられる。不確実性回避性が強く、男性的な国であると、速力、大き
さ、技術、デザインをより重視すると思われる。 
 
 Kotabe and Helsen（2008,p.98)によると、ある文化において勝ちがあると考えられる
製品も、ほかの文化においては、まったくあるいはほとんど価値がない。欧米の企業
では、高い価格は、多くの製品分野で、優れた勝ちの指標と見なされる。しかし、新
興市場では、高い料金設定は、顧客に対する搾取だと見なされることがある。また、
文化変数は、販売戦略にも影響を及ぼすと指摘された。そして、文化は企業のコミュ
ニケーション戦略に大きく影響すると思われる。ある文化において効果的な広告スタ
イルが、別の文化では逆効果となる場合もある。高コンテクスト文化では、コミュニ
ケーションのスタイルは間接的で繊細なものとなる。低コンテクスト文化では、広告
は、より多くのコピー、事実データ、そして理由付けを用いる。 
 
朴（2012）は、日本、アメリカ、中国、韓国、台湾で、原産国イメージに関する消
費者行動の国際比較の研究を行った。原産国イメージに対する消費者の反応は調査対
象国によって異なる。原産国イメージに対するイメージが敏感な国もあれば、敏感で
はない国もある。そして、このような原産国イメージの影響は、当該国を訪れるなど
当該国と直接接した経験を持つ消費者が多ければ多いほど、弱まる傾向がある。そし
て朴（2012）は原産国イメージをめぐる研究に基づき、ブランド戦略についても提案
した。まず原産国イメージをブランド・レバレッジ戦略に適用することができる。ブ
ランドを他のブランド・場所・物事・人とリンクさせることによってブランド連想を
強化することができる。たとえば、精密技術によって原産国イメージとブランドが同
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一視されることもある。ブランド・レバレッジ効果に対する理論的背景としては、情
報源信憑性、感情移転、認知不協和、カテゴリー・モデルなどの理論によって説明で
きる。したがって、原産国イメージ効果は情報源信憑性によっても説明できる。  
 
 第 4 章では、国際比較に深くかかわる異文化比較の研究、国際比較研究に関する留
意点、国際マーケティングに関する研究を整理した。第 5 章では、本研究の理論的背
景と仮説の導出を説明する。 
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第 5 章 理論的背景と仮説の導出 
 
 
第 1 節 理論的背景 
 
 
本研究で採用しているコンセプト・フレームワークは図 5－1 の通りである。本研究
ではまず機能的価値、経済的価値、感情的価値、社会的価値に与えるエコ的価値の影
響を検証する。4 つの知覚価値はそれぞれロイヤルティに異なる影響を与えることが
推測される。更に、ロイヤルティに及ぼすエコ的価値の間接的な影響も検証される。
また、Koller et al. (2011)では 3 つのモデレータ変数が提案された。その上、本研究は
更に 3 つのモデレータ変数を提案し、オリジナル仮説を立てている。以下では、各仮
説の理論的背景を詳しく説明していく。 
現在の市場において、顧客価値は最も有力な資源になった（Patterson& Spreng 
1997）。Holbrook（1994）は「顧客価値はすべての市場活動の基盤である」と提唱し
ている。先行研究は発展、構成、影響力を巡って研究が行われてきた。消費体験はい
つも同時に 1 種類以上の価値と関連している（Sweeney and Soutar, 2001; Holbrook, 
1994; Sheth et al. 1991）ため、多次元の概念化は価値の認知的要因と感覚的要因を適
切に捉える（Holbrook 1994; Sanche et al. 2009; Sheth et al. 1991）必要がある。 
人間の自然環境に与える影響と関連する消費から生じるエコ的価値の実証研究はま
だ欠乏している。理由としては、恐らく今まで消費行動とその消費行動の環境に及ぼ
す影響の関係に関する研究は現在ほど重要ではなかったからであろう。1980 年代に、
環境に関するマーケティング・リサーチが衰退し、近年は再び強く復活してきた
（Kilbourne et al. 2002; Nataraajan and Bagozzi 1999）。大衆の環境配慮消費に対す
る関心の高まりはこのアカデミック研究のトレンドの理由の一つである。持続可能性
がトレンドになるのは、気候の変化を止めるには何かをやらないといけないという共
通の認識は大衆の中で増えているからである(Meigers and Stapel 2011)。 
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図 5－1 コンセプト・フレームワーク 
 
 
消費者心理学の研究によると、環境配慮的ではない商品よりコストのより高い環境
配慮商品を人の前で買うことの基本要因は地位動機（ status motives）にある
（Griskevicius et al. 2010）。以上の研究から、環境配慮志向は消費者行動にたくさん
の次元から影響を与えることが分かった。環境配慮消費は認知的要素と感覚的要素に
組み合わされた複合のパターンから生じるようである。これらの要因の中で、利他主
義的、社会的、感情的要因は目標志向の行動を引き出せる。したがって、エコ的価値
及びエコ価値と 4 つの価値の相互影響を明らかにすることは環境配慮消費行動へのよ
り全面的な理解を得るための有望な経路である。知覚価値の機能的要素と経済的要素
は製品やサービスに深く関連しているにもかかわらず、感情的、快楽的、社会的側面
は一人ひとりの自己知覚に緊密につながっている。ある程度、機能的価値と経済的価
値は個人の社会的環境に象徴的な情報を発信する手段でもある。この事実に直面し、
前述の消費者心理学の地位動機に関する研究を考えると、エコ的価値は消費者の環境
に優しい製品とサービスを購入する唯一の原因ではない。それは消費者の大衆に自己
コンセプトを伝達する手段になるのであろう。 
自動車購買の文脈において、消費者は完全に理性的に行動するのは非常に稀であり、
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彼らの感情は決定的な役割を果たしている（Steg,2005）。しかし、自動車の使用は自
然環境に悪い影響を与えるか否かは理性的な認識である。その理性的な認識は、感情
的価値がいかに知覚されるかに大きな影響を与える可能性もあるのであろう。これら
の理論的な証拠に基づき、エコ的価値は機能的価値、経済的価値、感情的価値、社会
的価値と相互関係があると推測する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第 2 節 参考論文の仮説の導出 
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 自動車利用者は自動車使用の基本的動機が聞かれる際、速度、独立性、快適さのス
コアは最も高かった（Tertoolen and Verstraten 1998）。移動性は自動車から得られる
一つの中核価値である。したがって、スムーズな機能性は顧客価値の創造の必要な前
提条件である。環境に優しい自動車は最先端を行く技術と思われる。減尐された二酸
化炭素の排出とよりいい燃料経済は多くの新モデルの特徴である。したがって、「環境
を配慮して高い機能性を得る（Green to have quality）」は以下の仮説に理論的な根拠
を付けた。 
 
H1a:知覚エコ的価値は知覚機能的価値に正の影響を与える。 
 
 様々な環境配慮製品は長期的にお金を節約する傾向がある。節電電球とハイブリッ
ドカーも同じである。しかし、短期的な視点から見ると、ハイブリッドカーはハイブ
リッドではない自動車より値段が高い（Griskevicius et al.2010）。したがって、エコ
的価値の知覚経済的価値に及ぼす影響は購入時間と使用時間によって違う場合がある。
本研究は使用期間に限定する。環境に優しい自動車は燃料の消耗はより効率的だと思
われる。したがって、「環境を配慮してお金を節約する（Green to save money）」は以
下の仮説の理論的根拠になる。 
 
H1b:知覚エコ的価値は知覚経済的価値に正の影響を与える。 
 
 消費者は商品とブランドに感情的なつながりを持つ傾向がある（Thomson and Park 
2005; Yim et al. 2008）。特に、自動車は強いそのような感情的つながりを引き出しや
すい。自動車には消費者のシンボリックになる特徴がある（Steg 2005）。持続的な消
費行動は環境保護と一致しているため、積極的な感情と連想されている（Corall et al. 
2009）。したがって、「green to feel good」は以下の仮説の理論的根拠である。 
 
H1c:知覚エコ的価値は知覚感情的価値に正の影響を与える。 
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消費者が自動車を購入する際、機能性だけではなく、社会的な要因や感情的な要因
も購買動機になる（Steg, 2005）。自動車の専門家はデザインや機能で自動車を評価す
るが、一般の消費者は全体的な使用体験で自動車をを評価する（Moon & Iacobucci, 
2010）。自動車の購入その購買行動は周りに賛同されないと、認知的不協和のようなネ
ガティブな側面が増えると思われる（Engel 1963;Festinger 1957; Straits 1964）。 
 環境配慮消費の意思決定をする際、消費者は社交的な側面においてジレンマに直面
している。環境にやさしい行動をとることもできるが、他の人を考えずに自分の利益
を最大化することもできる。いい人間関係を重視する消費者は、いつも購買行動をす
る際エコ的問題も考える（Corall et al. 2009）。ハイブリッドカーの購入によって、周
りの人に自分が自己中心な人より向社会的であるという情報を伝えることができる。
New York Times の報道によると、ハイブリッドトヨタプリウスを購入した顧客たち
は社会通信を言及した。したがって、「green to be seen」は以下の仮説の理論的根拠
になる。 
 
H1d: 知覚エコ的価値は知覚社会的価値に正の影響を与える。 
 
 価値志向は企業と消費者にとって重要である。企業の視点からいうと、顧客に様々
な価値を伝達する市場提供物を創造することが最も重要なことである。顧客にとって、
知覚価値は消費プロセス全体を貫いている。購入する前に、消費者はその購入と消費
から得る価値を期待しがちである。これは期待価値という（Woodruff 1997）。そして
期待価値は意思決定プロセスを有力的にリードしている。 
購買後の消費にあたって、選択された商品やサービスは消費者に様々な価値を伝達
している。全体の消費プロセスから獲得したベネフィットは、いつも消費者の個人知
覚の主体である。これらの知覚は、企業の価値ベースの商品の詳細と優位性のコミュ
ニケーションの努力に引き出される可能性がある。価値創造は企業の全体のマーケテ
ィング・ミックスに反映されている（Cengiz and Yayla 2007）。したがって、第 3 章
でも言及したように、価値志向は競争優位性の主なる源泉である。ロイヤルティの高
い顧客ベースは変化めまぐるしい市場環境における大きな資産のようである。価値―
ロイヤルティの関係（Bolton and Drew 1991）の必要条件としてのサービスに関する
研究以外、多次元価値の前提条件に関する研究は欠乏している。エコ的価値の前提条
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件と価値―ロイヤルティ・チェーンの相互作用に関する研究はまだない。消費者の普
段の環境意識に関する研究はたくさんあるが、エコの態度と知覚価値の研究は欠如し
ている。 
さらに、先行研究がくれた様々なヒントに基づき（ Heskett et al. 1994; 
Parasuraman and Grewal 2000; Patterson and Spreng 1997; Reichheld 1996; Tam 
2004）、顧客価値は購買後のロイヤルティと口コミの決定要因であると推測されている。
（Cengiz and Yayla 2007; Lin et al. 2005）によると、高いレベルの価値は高レベル
のロイヤルティを引き出す。長期的な視点からみると、これは企業の成功にもつなが
る（Cronin et al. 2000; Snoj et al. 2004; Ulaga and Chacour 2001）。エコ的価値はほ
かの次元の価値の必要条件だと見なされるため、本研究はエコ的価値がロイヤルティ
に間接的な影響を与えていることを主張する。これらの理論基盤に基づき、以下の仮
説は提起された。 
 
H2a:知覚機能的価値はロイヤルティに影響を与える。 
H2b:知覚経済的価値はロイヤルティに影響を与える。 
H2c:知覚感情的価値はロイヤルティに影響を与える。 
H2d:知覚社会的価値はロイヤルティに影響を与える。 
 
H3a:知覚エコ的価値は知覚機能的価値を経由してロイヤルティに間接的な影響を及
ぼす。 
H3b:知覚エコ的価値は知覚経済的価値を経由してロイヤルティに間接的な影響を及
ぼす。 
H3c:知覚エコ的価値は知覚感情的価値を経由してロイヤルティに間接的な影響を及
ぼす。 
H3d:知覚エコ的価値は知覚社会的価値を経由してロイヤルティに間接的な影響を及
ぼす。 
 
 環境配慮行動に対するデモグラフィック特徴の影響に関する先行研究の結果には論
争はあが、大きな影響を及ぼすことは一致している（ Laroche, Bergeron, & 
Barbaro-Forleo, 2001）。更に、自動車購買という文脈において、男性と女性は購買す
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る意欲は違うと考えられる（Polk,2004）。したがって、性別を本研究の検証するフレ
ームワークのモデレータ変数の一つとして、以下の仮説をたてた。 
 
H4a:性別は、知覚機能的価値を通じて知覚エコ的価値とロイヤルティとの間接関係
に影響を与える。 
H4b:性別は、知覚経済的価値を通じて知覚エコ的価値とロイヤルティとの間接関係
に影響を与える。 
H4c:性別は、知覚感情的価値を通じて知覚エコ的価値とロイヤルティとの間接関係
に影響を与える。 
H4d:性別は、知覚社会的価値を通じて知覚エコ的価値とロイヤルティとの間接関係
に影響を与える。 
 
購買時自動車の新しさも知覚価値とロイヤルティの間接関係に影響を与えると考え
られ、本研究のフレームワークの 2 つ目のモデレータ変数として考慮に入れる。2 つ
のグループ（新車を買った人、中古車を買った人）の自動車購買文脈を比較した。新
車購買の意思決定は、高価格に関わるため、より高い感情を含めてより高い関与があ
ると思われる。したがって、2 つのグループにおいて、さまざまな知覚価値の影響は
違うであろう。 
 
H5a: 購買時点で自動車が新車であるかどうかが、知覚機能的価値を経由した、知覚
エコ的価値と消費者ロイヤルティの間接関係に影響を与える。 
H5b: 購買時点で自動車が新車であるかどうかが、知覚経済的価値を経由した、知覚
エコ的価値と消費者ロイヤルティの間接関係に影響を与える。 
H5c: 購買時点で自動車が新車であるかどうかが、知覚感情的価値を経由した、知覚
エコ的価値と消費者ロイヤルティの間接関係に影響を与える。 
H5d: 購買時点で自動車が新車であるかどうかが、知覚社会的価値を経由した、知覚
エコ的価値と消費者ロイヤルティの間接関係に影響を与える。 
 
極端な環境配慮消費者なら、絶対に必要なものでなければ買わない。便利消費志向
の増加を考慮に入れると、現実の環境配慮消費主義は単に商品やサービスを慎重に選
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択することに反映され、生活に支障のない限り、環境破壊を最小限にする（Moisander, 
2007）。個人 1 人ひとりにとってその価値の重要さも違い、人々の人生信念も違う。
そのため、人々は環境に優しい行動をとろうとするという動機の決定要因も相違する。
ロイヤルティにとって価値は相対的に安定している影響であれば、エコ的価値を刺激
すると人の環境保護態度を変化させることもできるであろう。 
 
H6a: 消費者の環境意識が、知覚機能的価値を経由した、知覚エコ的価値と消費者ロ
イヤルティの間接関係に影響を与える。 
H6b:消費者の環境意識が、知覚経済的価値を経由した、知覚エコ的価値と消費者ロ
イヤルティの間接関係に影響を与える。 
H6c: 消費者の環境意識が、知覚感情的価値を経由した、知覚エコ的価値と消費者ロ
イヤルティの間接関係に影響を与える。 
H6d: 消費者の環境意識が、知覚社会的価値を経由した、知覚エコ的価値と消費者ロ
イヤルティの間接関係に影響を与える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第 3 節 オリジナル仮説の導出（解釈レベル） 
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 阿部（1996）は国際比較研究が 2 つの目的のためになされると指摘した。1 つは、
関心とする事柄に関して、国や文化間での際の発見である。もう 1 つは、単に個々の
減尐についての差異の把握に留まらず、共通する部分と特異な部分との識別を通して
関心とする消費者行動のより普遍的なモデルや理論を構築していくことである。本研
究は、日本と中国の消費者の知覚エコ的価値とロイヤルティの関係を区別を明らかに
するために、以下の仮説を立て、検証する。 
 
H7a:国籍が、知覚機能的価値を経由した、知覚エコ的価値と消費者ロイヤルティの間
接関係に影響を与える。 
H7b:国籍が、知覚経済的価値を経由した、知覚エコ的価値と消費者ロイヤルティの間
接関係に影響を与える。 
H7c:国籍が、知覚感情的価値を経由した、知覚エコ的価値と消費者ロイヤルティの間
接関係に影響を与える。 
H7d:国籍が、知覚社会的価値を経由した、知覚エコ的価値と消費者ロイヤルティの間
接関係に影響を与える。 
 
 環境配慮行動の規定要因に関する研究の中で、教育水準は環境配慮行動との正相関
は見出された研究もあれば（Webster, Jr. 1975; Chan 1996）、負の相関が見いだされ
た研究もある（Samdahl and Robertson 1989）。さらに、有意な相関が見られない研
究もある（Kassarijian 1971; Pickett et al. 1993）。したがって、本研究のフレームワ
ークで教育水準は知覚エコ的価値とロイヤルティの間接関係に影響を及ぼすか否かを
検証しよう。以下の仮説を立てた。 
 
H8a:最終学歴が、知覚機能的価値を経由した、知覚エコ的価値と消費者ロイヤルティ
の間接関係に影響を与える。 
H8b:最終学歴が、知覚経済的価値を経由した、知覚エコ的価値と消費者ロイヤルティ
の間接関係に影響を与える。 
H8c: 最終学歴が、知覚感情的価値を経由した、知覚エコ的価値と消費者ロイヤルティ
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の間接関係に影響を与える。 
H8d: 最終学歴が、知覚社会的価値を経由した、知覚エコ的価値と消費者ロイヤルティ
の間接関係に影響を与える。 
 
阿部（2009）によると、消費者行動研究の大きな流れとしては、主流というべき消
費者情報処理モデルに代表されるような実証的アプローチに属する者が相変わらず展
開されている一方、解釈的なアプローチも衰えることなく展開されている。その中、
Liberman & Trope(1998)の研究を皮切りに、社会心理学における解釈レベル理論研究
が展開されてきた。2007 年 Journal of Consumer Psychology,17(2)の解釈レベル理論
特集は消費者行動研究において解釈レベル理論が関心を抱かれたきっかけだとも言え
るであろう。 
社会的な認知という視点からいうと、時間的な距離が違うと、人々は物事に対する
心理的な解釈も変わり、評価と選択も変わる（Griffin & Ross, 1991; Pennington & 
Hastie, 1988, 1993; Ross, 1990; Semin & Fiedler, 1988; Semin & Smith, 1999; 
Smith, 1998; Trafimow & Wyer, 1993; Vallacher & Wegner, 1986,1987; Wilson & 
Brekke, 1994）。Liberman & Trope（1998）、Trope & Liberman（2000）によると、
心理上の解釈が抽象的な部分を含んでおり、その抽象的な部分の割合は心理的な距離
の決定要因の一つであると解釈レベル理論において明確に指摘されている。解釈レベ
ル理論は人々が対象や出来事に対して感じる心理的距離の遠近によって、精神的表象
が解釈レベルの工事の下と低次のものに分かれ、全社は抽象的、単純、構造的、脱文
脈的、本質的、上位的、目標関連的なものとなるが、後者は具体的で、複雑、非構造
的、文脈的、副次的、下位的、目標無関連的なものになるという（阿部、2009）。心理
的な距離は当初主に時間的な距離に生まれたものとして研究されてきたが、社会的な
距離、仮説性、空間的な距離により生まれたものとしての研究も展開されてきた。 
 また、時間的な距離感に関する研究は将来の出来事、過去の出来事、購買前後の比
較に関する研究がある。 
購買前後の比較に関する研究に関しては、Thompson, Hamilton, & Rust（2005）
が挙げられる。Thompson, Hamilton, & Rust（2005）は、購買前後の心理的な距離
の違いによって消費者の評価軸の変化に関する調査を実施している。商品の機能の数
を増やすことは、消費者の知覚する商品の性能に正の影響を与える一方、消費者の知
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覚する商品の使いやすさに負の影響を与えるという結論が得られた。購買する前に消
費者は商品の性能をより重視するに対し、購買した後に消費者は商品の使いやすさを
より重視する。機能を増やしすぎると、消費者の機能疲労（feature fatigue）が起こ
りがちである（Liberman & Trope 1998）。Thompson, Hamilton, & Rust（2005）の
研究では、消費者にとって性能と使いやすさの重要さの変化は解釈レベル理論で説明
できると指摘している。過去の出来事に関する心理的距離を巡る研究はまだ皆無に近
い。本研究では、仮説を立て、購買までの時間的距離の知覚エコ的価値とロイヤルテ
ィの関係に及ぼす影響を検証する。 
 
H9a: 自動車を購入した時点から現在までの時間的距離が、知覚機能的価値を経由した、
知覚エコ的価値と消費者ロイヤルティの間接関係に影響を与える。 
H9b: 自動車を購入した時点から現在までの時間的距離が、知覚経済的価値を経由した、
知覚エコ的価値と消費者ロイヤルティの間接関係に影響を与える。 
H9c: 自動車を購入した時点から現在までの時間的距離が、知覚感情的価値を経由した、
知覚エコ的価値と消費者ロイヤルティの間接関係に影響を与える。 
H9d: 自動車を購入した時点から現在までの時間的距離が、知覚社会的価値を経由した、
知覚エコ的価値と消費者ロイヤルティの間接関係に影響を与える。 
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第 6 章 データの収集と分析 
 
 
第 1 節 調査概要 
 
 
 本調査をアンケートとインターネット調査に分けて行った。日本においてはグーグ
ルのアプリを利用し、インターネット調査を行った。中国においては、アンケートを
配って調査を行った。日本では 101 部の有効回答を回収し、中国では 227 部の有効回
答を回収した。調査期間は 2013 年 11 月 18 日から 12 月 6 日までであった。アンケー
ト回収の状況を表 6-1 にまとめた。 
 
表 6－1 調査概要 
国籍 日本 中国 
人数 
合計:101 合計:227 
男性:64 女性:37 男性:83 女性:144 
newness 中古車:27 新車:74 中古車:27 新車:200 
婚姻状況 未婚:75 既婚:26 未婚:185 既婚:42 
最終学歴 
高校卒業:8 高校卒業:25 
大学卒業:61 大学卒業:184 
大学院以上:32 大学院以上:18 
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第 2 節 調査の尺度とパス図 
 
 
 本研究で取り入れた構造は Sheth et al.（1991）、Sweeney and Soutar （2001）、Wang 
et al. （2004）、Zeithaml （1988）に基づいている。その中、機能的価値はマーケタ
ーが提供しようとした商品のパフォーマンス、品質を指す。経済的価値とは、値段や
金銭的な価値を指す。感情的価値とは、感覚を通じて創造された価値である。社会的
価値とは、商品の使用を通じて消費者の個人的自己概念を高めることである。この 4
つの価値の測定尺度は Sweeney and Soutar （2001）から援用された。エコ的価値は
Koller（2011）の予備調査を通じて、質問項目を確認した。ロイヤルティの測定は
Johnson et al.（ 2006）の研究から援用した。 
エコ的価値を測定する項目は、「私の車はほかの車と比べ、消耗するガソリンの量が
尐ない方である」、「私の車は環境にかける負担が尐ない」、「私の車はほかの車と比べ、
環境にやさしい」である。機能的価値を測定する項目は、「私の車は品質の信頼性が高
い」、「私の車は性能がいい」、「私の車は私が納得できる品質を持っている」、「私の車
は運転しやすい」である。経済的価値を測定する項目は、「私の車は私の生活に対して
経済的な価値が高い」、「私の車は同じ性能の車の中で安い方である」、「ほかの車と比
べ、私の車は経済的である」である。感情的価値を測定する項目は、「私は自分の車を
もっと頻繁に使いたい」、「私は現在使っている車を買った自分が好きである」、「自分
の車を運転することは私に喜びをもたらす」である。社会的価値を測定する項目は、「友
人や、知人は私の車を羨ましがる」、「私の車は私の印象を良くする」、「私の車は私を
ほかの人と違う存在にしてくれる」、「私が今使っている車を買ったことは、周りの人
のエコ的な購買行動に正の影響を与えている」である。ロイヤルティを測定する項目
は、「将来、私はこのブランドの自動車をまた購入したい」、「次買い換える際、私にと
ってこのブランドの車は優先的な選択肢である」、「私は自分の車の良さを伝えたがる」、
「私は友達や、親戚に同じブランドの自動車を購買することを薦める」、「次車を換え
る際、ほかのブランドの自動車を選んだら、後悔すると思う」である。1 は「全く当て
はまらない」、7 は「非常に当てはまる」という 7 ポイントスケールのリッカート法を
用い、調査を行った。    
アンケート収集後、データを用い、まず確認的因子分析を行う。そして、各測定尺
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度の信頼性を確認する。また、Amos でパス図を作って分析する。最後にモデルを修正
し、各仮説を検証する。 
 
図6－1探索的因子分析（全体データ） 
 
 
 まずは、探索的因子分析を行った。図 6－1 の通りである。本来、エコ的価値、機能
的価値、経済的価値、感情的価値、社会的価値、ロイヤルティといった 6 つの因子を 
抽出すべきだが、全部のデータを因子分析すると、合計 5 つの因子を抽出できた。日
本と中国のデータを分けて因子分析すると図 6－2 と図 6－3 の通りで、それぞれ 6 つ
の因子と 5 つの因子を抽出することができた。おそらく中国のサンプル数は 227 であ
り、日本の 101 より遥かに多いため、全体の因子分析の結果に影響を及ぼしたと思わ
れる。続いて、確認的因子分析を行った。結果は図 6-4 の示した通りである。 
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図 6－2 探索的因子分析（日本データ） 
 
 
続いては信頼性である。エコ的価値の 3 つの質問項目の Cronbach のアルファ係数
は.906 である。機能的価値の 4 つの質問項目の Cronbach のアルファ係数は.803 であ
る。経済的価値の 3 つ質問項目の Cronbach のアルファ係数は.647 である。感情的価値
の 3 つ質問項目の Cronbach のアルファ係数は.698 である。社会的価値の 4 つ質問項目
の Cronbach のアルファ係数は.852 である。ロイヤルティの 5 つ質問項目の Cronbach
のアルファ係数は.824 である。全部.5 を超えているため、信頼性が高いといえるであ
ろう。詳しくは、付録に記載してある。 
次は、仮説に基づいて Amos でパス図を作成することである。最初のパス図は図 6－5
の通りである。適合度については、CFI＝.773、AGFI＝. 706、GFI＝. 767、RMSEA＝.118
である。適合度は悪いため、モデルを改良し、図 6－6 の通りに修正した。機能的価値
を測定する項目中の最も得点の低い項目である「私の車は運転しやすい」と、社会的
価値を測定する項目中の最も得点の低い項目である「私が今使っている車を買ったこ
とは、周りの人のエコ的な購買行動に正の影響を与えている」を削除した。修正後の
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図 6－3 探索的因子分析（中国データ） 
 
 
図 6－4 確認的因子分析（全部データ） 
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適合度は GFI＝.903、AGFI＝.843、CFI＝.913、RMSEA＝.094 である。AGFI 以外の適合
度指標によってモデルを棄却しなくてよいと判断し、仮説の検証に進む。 
 
図 6－5 パス図 
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図 6－6 修正後のパス図 
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第 3 節 仮説の検証 
 
 
 仮説 1 の検証に間しては、図 6-7 の通り、知覚エコ的価値の知覚機能的価値に与え
る影響、知覚エコ的価値の知覚経済的価値に与える影響、および知覚エコ的価値の知
覚感情的価値に与える影響は有意である。知覚エコ的価値の知覚社会的価値に与える
影響は有意ではなかった。したがって、仮説 H1a、H1b、H1c は支持された。仮説 H1d
は支持されなかった。 
 
図 6-7  
 
 
 仮説 2 の検証に関しては、図 6-7 が示しているように、知覚経済的価値のロイヤル
ティに与える影響と、知覚社会的価値のロイヤルティに与える影響は有意である。知
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覚機能的価値のロイヤルティに与える影響と、知覚感情的価値のロイヤルティに与え
る影響は有意ではない。したがって、仮説 H2b、H2d が支持された。仮説 H2a、H2c は
支持されなく、棄却される。 
 仮説 3 の検証に関しては、仮説 1 と仮説 2 の結果を合わせると、知覚エコ的価値の
知覚機能的価値に与える影響は有意であるが、機能的価値のロイヤルティに与える影
響は有意ではないため、仮説 H3a は支持されなかった。知覚エコ的価値の知覚経済的
価値に与える影響は有意であるが、経済的価値のロイヤルティに与える影響も有意で
あるため、仮説 H3b だけは支持された。知覚エコ的価値の知覚感情的価値に与える影
響は有意であるが、機能的価値のロイヤルティに与える影響は有意ではないため、仮
説 H3c は支持されなかった。知覚エコ的価値の知覚社会的価値に与える影響は有意で
あるが、社会的価値のロイヤルティに与える影響は有意ではないため、仮説 H3ｄは支
持されなかった。 
 仮説 4 はモデレータ変数としての性別の知覚エコ的価値とロイヤルティの間接関係
に与える影響に関する仮説である。Amos の多母集団分析を使い、男性の方のパラメー
タ係数を m1 から m8 まで表示する。女性の方のパラメータ係数を f1 から f8 までと表
示する。エコ的価値の機能的価値に及ぼす影響を m1 と f1 にし、経済的価値に及ぼす
影響を m2 と f2 にし、感情的価値に及ぼす影響を m3 と f3 にし、社会的価値に及ぼす
影響を m4 と f4 にし、機能的価値のロイヤルティに与える影響を m5 と f5 にし、経済
的価値の影響を m6 と f6 にし、感情的価値の影響を m7 と f7 にし、社会的価値の影響
を m8と f8にする。性別別に多母集団分析を行った後のモデルの適合度は、GFI＝.842、
AGFI＝.744、CFI＝.863、RMSEA＝.086 である。図 6-8 は分析の結果である。二つのグ
ループのパラメータ係数には m1 と f1 の間だけ有意な差があった。すなわち、機能的
価値を通じて感じ取ったエコ的価値は男性と女性の間に有意な差があった。他のパラ
メータ間には、有意な差は見られなかったため、仮説 H4a は部分的に支持され、H4b、
H4c、H4d は支持されなかった。 
 仮説 5 はモデレータ変数としての「購買時点で自動車が新車であるか」の知覚エコ
的価値とロイヤルティの間接関係に与える影響に関する仮説である。Amos の多母集団
分析を使い、中古車を購入した方のパラメータ係数を o1 から o8 まで表示する。新車
を購入した方のパラメータ係数を n1 から n8 まで表示する。順番は仮説 4 と同じであ
る。多母集団分析を行った後のモデルの適合度は、GFI＝.854、AGFI＝.764、CFI＝.869、
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RMSEA＝.084 である。図 6-9 は分析の結果である。n1 と o1 だけパラメータ間の差に対
する検定統計量は 1.96 を超えたため、有意な差がみられる。すなわち、エコ的価値の 
 
図 6-8 モデレータ変数――性別 
 
 
 
図 6-9 モデレータ変数――購買時点で中古車であるかどうか 
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機能的価値に与える影響だけにおいて有意な差がある。したがって、H5a は部分的に支
持され、H5b、H5c、H5d は支持されなかった。 
仮説 6 はモデレータ変数としての環境意識がいかに知覚エコ的価値とロイヤルティ
図の間接関係に影響を与えるかに関する仮説である。Amos の多母集団分析を使い、自
動車購入した際普段の環境意識に影響された方のパラメータ係数を y1 から y8 まで表
示する。環境意識に影響されなかった方のパラメータ係数を n1から n8まで表示する。
順番は仮説 4と同じである。多母集団分析を行った後のモデルの適合度は、GFI＝.852、
AGFI＝.761、CFI＝.869、RMSEA＝.082 である。図 6-10 は分析の結果である。n3 と y3、
n4 と y4、n5 と y5、ｎ8 と y8 だけパラメータ間の差に対する検定統計量は 1.96 を超え
たため、有意な差がみられる。すなわち、仮説 H6a,H6c は部分的に支持され、H6d は支
持された。 
 
図 6-10 モデレータ変数――環境意識 
 
 
 仮説 7 はモデレータ変数としての国籍がいかに知覚エコ的価値とロイヤルティ図の
間接関係に影響を与えるかに関する仮説である。Amos の多母集団分析を使い、中国国
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籍の方のパラメータ係数を c1 から c8 まで表示する。日本国籍の方のパラメータ係数
を J1 から J8 まで表示する。順番は仮説 4 と同じである。多母集団分析を行った後の
モデルの適合度は、GFI＝.854、AGFI＝.764、CFI＝.880、RMSEA＝.079 である。図 6-11
は分析の結果である。c1 と j1、c4 と j4、c6 と j6 の間に有意な差があった。仮説 H7a、
H7b、H7d は部分的に支持された。H7d は支持されなかった。 
 
図 6-11 モデレータ変数――国籍 
 
 
仮説 8 はモデレータ変数としての最終学歴がいかに知覚エコ的価値とロイヤルティ
図の間接関係に影響を与えるかに関する仮説である。Amos の多母集団分析を使い、高
校卒業グループのパラメータ係数を s1 から s8 まで表示する。大学卒業グループのパ
ラメータ係数を u1 から u8 まで表示する。大学院以上のグループのパラメータ係数を
g1 から g8 まで表示する。順番は仮説 4 と同じである。多母集団分析を行った後のモデ
ルの適合度は、GFI＝.816、AGFI＝.703、CFI＝.848、RMSEA＝.078 である。図 6-12 は
分析の結果である。s2 と u2、s3 と u3、s4 と u4、s8 と u8、s1 と g1、s2 と g2、s6 と
g6、s7 と g7、s8 と g8、u1 と g1 のパラメータ間の差に対する検定統計量は 1.96 を超
えたため、有意な差がみられる。したがって、仮説 H8a、H8b、H8c と H8d は一部支持
された。 
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図 6-12 モデレータ変数――最終学歴 
 
 
 仮説 9 はモデレータ変数としての購入化での時間的距離がいかに知覚エコ的価値と
ロイヤルティ図の間接関係に影響を与えるかに関する仮説である。Amos の多母集団分
析を使い、時間的距離の遠いグループのパラメータ係数を f1 から f8 まで表示する。
時間的距離の短いグループのパラメータ係数を n1 から n8 まで表示する。順番は仮説 4
と同じである。 
調査時点から購買までの時間的距離のエコ的価値とロイヤルティの間接関係に与え
る影響を測定するには、まず調査相手を時間的距離の遠いグループと時間的距離の近
いグループに分ける必要がある。時間的距離の計算に関しては、購買時点から調査を
行った 2013 年 11 月までとした。その時間を月に換算した。購買から調査までの時間
の平均値は 45.49 ヶ月であり、中央値は 40.00 ヶ月である。本研究では、中央値を分
け目にし、調査者を分類した。いわゆる、購買から調査までの時間は 40 ヶ月より短い
時間は時間的距離の近いほうであると設定し、購買から調査までの時間は 40 ヶ月より
長い時間を時間的距離の遠いほうに設定した。分類した後、時間的距離が遠いのは 162
人であり、時間的距離が近いのは 166 人である。 
多母集団分析を行った後のモデルの適合度は、GFI＝.836、AGFI＝.735、CFI＝.848、
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RMSEA＝.091 である。図 6-13 は分析の結果である。パラメータ間の差に対する検定統
計量は 1.96 を超えるのはなかったため、仮説 H9a、H9b、H9c、H9d は全部支持されな
かった。すべての結果を表 6－2 にまとめた。 
 
図 6-13 モデレータ変数――時間的距離 
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表 6－2 仮説検証の結果 
 仮説 結果 
仮説 1 
H1a:知覚エコ的価値は知覚機能的価値に正の影響を与える。 支持 
H1b:知覚エコ的価値は知覚経済的価値に正の影響を与える。 支持 
H1c:知覚エコ的価値は知覚感情的価値に正の影響を与える。 支持 
H1d: 知覚エコ的価値は知覚社会的価値に正の影響を与える。 不支持 
仮説 2 
H2a:知覚機能的価値はロイヤルティに影響を与える。 不支持 
H2b:知覚経済的価値はロイヤルティに影響を与える。 支持 
H2c:知覚感情的価値はロイヤルティに影響を与える。 不支持 
H2d:知覚社会的価値はロイヤルティに影響を与える。 支持 
仮説 3 
H3a:知覚エコ的価値は知覚機能的価値を経由してロイヤルティ
に間接的な影響を及ぼす。 
不支持 
H3b:知覚エコ的価値は知覚経済的価値を経由してロイヤルティ
に間接的な影響を及ぼす。 
支持 
H3c:知覚エコ的価値は知覚感情的価値を経由してロイヤルティ
に間接的な影響を及ぼす。 
不支持 
H3d:知覚エコ的価値は知覚社会的価値を経由してロイヤルティ
に間接的な影響を及ぼす。 
不支持 
仮説 4 
H4a:性別は、知覚機能的価値を通じて知覚エコ的価値とロイヤ
ルティとの間接関係に影響を与える。 
一部支持 
H4b:性別は、知覚経済的価値を通じて知覚エコ的価値とロイヤ
ルティとの間接関係に影響を与える。 
不支持 
H4c:性別は、知覚感情的価値を通じて知覚エコ的価値とロイヤル
ティとの間接関係に影響を与える。 
不支持 
H4d:性別は、知覚社会的価値を通じて知覚エコ的価値とロイヤ
ルティとの間接関係に影響を与える。 
不支持 
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仮説 5 
H5a: 購買時点で自動車が新車であるかどうかが、知覚機能的価
値を経由した、知覚エコ的価値と消費者ロイヤルティの間接関係
に影響を与える。 
一部支持 
H5b: 購買時点で自動車が新車であるかどうかが、知覚経済的価
値を経由した、知覚エコ的価値と消費者ロイヤルティの間接関係
に影響を与える。 
不支持 
H5c: 購買時点で自動車が新車であるかどうかが、知覚感情的価
値を経由した、知覚エコ的価値と消費者ロイヤルティの間接関係
に影響を与える。 
不支持 
H5d: 購買時点で自動車が新車であるかどうかが、知覚社会的価
値を経由した、知覚エコ的価値と消費者ロイヤルティの間接関係
に影響を与える。 
不支持 
仮説 6 
H6a: 消費者の環境意識が、知覚機能的価値を経由した、知覚エ
コ的価値と消費者ロイヤルティの間接関係に影響を与える。 
一部支持 
H6b:消費者の環境意識が、知覚経済的価値を経由した、知覚エ
コ的価値と消費者ロイヤルティの間接関係に影響を与える。 
不支持 
H6c: 消費者の環境意識が、知覚感情的価値を経由した、知覚エ
コ的価値と消費者ロイヤルティの間接関係に影響を与える。 
一部支持 
H6d: 消費者の環境意識が、知覚社会的価値を経由した、知覚エ
コ的価値と消費者ロイヤルティの間接関係に影響を与える。 
支持 
仮説 7 
H7a:国籍が、知覚機能的価値を経由した、知覚エコ的価値と消
費者ロイヤルティの間接関係に影響を与える。 
一部支持 
H7b:国籍が、知覚経済的価値を経由した、知覚エコ的価値と消
費者ロイヤルティの間接関係に影響を与える。 
一部支持 
H7c:国籍が、知覚感情的価値を経由した、知覚エコ的価値と消費
者ロイヤルティの間接関係に影響を与える。 
不支持 
H7d:国籍が、知覚社会的価値を経由した、知覚エコ的価値と消
費者ロイヤルティの間接関係に影響を与える。 
一部支持 
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仮説 8 
H8a:最終学歴が、知覚機能的価値を経由した、知覚エコ的価値
と消費者ロイヤルティの間接関係に影響を与える。 
一部支持 
H8b:最終学歴が、知覚経済的価値を経由した、知覚エコ的価値
と消費者ロイヤルティの間接関係に影響を与える。 
一部支持 
H8c: 最終学歴が、知覚感情的価値を経由した、知覚エコ的価値
と消費者ロイヤルティの間接関係に影響を与える。 
一部支持 
H8d: 最終学歴が、知覚社会的価値を経由した、知覚エコ的価値
と消費者ロイヤルティの間接関係に影響を与える。 
一部支持 
仮説 9 
 
 
 
H9a: 自動車を購入した時点から現在までの時間的距離が、知覚機
能的価値を経由した、知覚エコ的価値と消費者ロイヤルティの間接
関係に影響を与える。 
不支持 
H9b: 自動車を購入した時点から現在までの時間的距離が、知覚経
済的価値を経由した、知覚エコ的価値と消費者ロイヤルティの間接
関係に影響を与える。 
不支持 
H9c: 自動車を購入した時点から現在までの時間的距離が、知覚感
情的価値を経由した、知覚エコ的価値と消費者ロイヤルティの間接
関係に影響を与える。 
不支持 
H9d: 自動車を購入した時点から現在までの時間的距離が、知覚社
会的価値を経由した、知覚エコ的価値と消費者ロイヤルティの間接
関係に影響を与える。 
不支持 
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第 7 章 本論文の貢献、限界、及び今後の課題 
 
 
第 1 節 本論文の貢献 
 
 
本論文の分析結果から見ると、追試論文の欧州と比べ、中国では、エコ的価値の知
覚機能的価値、知覚経済的価値、知覚感情的価値に及ぼす影響は有意であり、知覚社
会的価値に及ぼす影響は有意ではない。そして、ロイヤルティに影響を与えるのは知
覚経済的価値だけである。日本ではエコ的価値の知覚経済的価値に与える影響だけが
有意であり、ロイヤルティに有意な影響を及ぼす知覚価値はなかった。分析の結果に
よると、中国の自動車消費者をより環境にやさしい自動車にロイヤルティを持たせる
には経済的なベネフィットを感じさせるのが重要であろうというインプリケーション
が得られる。 
2 つ目は、国籍と同じように、最終学歴も影響する可能性があるため、最終学歴を
モデレータ変数として調査に入れた。結果によると、大学卒業グループと大学院以上
修了グループ間は有意な差は出なかった。それに対し、大学卒業グループと高校卒業
グループとは知覚社会的価値を経由したエコ的価値とロイヤルティの関係において差
がある。知覚経済的価値を経由した、知覚エコ的価値のロイヤルティに及ぼした間接
影響は高校卒業と大学院以上修了グループの間に有意な差があるということが明らか
になった。 
以上の統計分析結果を踏まえた結論以外、中国のサンプルと日本のサンプルの時間
的距離の平均値をとると、それぞれ、中国の方は 38 ヶ月であり、日本の方はおよそ 63
ヶ月である。極めて尐ないサンプルであるが、この数値からでも近年中国の自動車市
場はまだ急成長の状態にあるのが見えるのであろう。 
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第 2 節 本論文の限界 
 
 
本研究の限界として 3 点が挙げられる。1 点目は、日本では、自動車関連の会社に勤
める人が他のベネフィットより、働いている会社の自動車を買うことを優先している
ため、本論文で提案したフレームワークにあまり当てはまらないと思われる。あまり
他の要素を考えず、自分の勤めている会社のブランドの自動車を購入することが多い。
中国では、そのような事情にはあまり影響されないため、そこにはバイアスが生じた
であろう。統計の際にそのバイアスを排除しなかったことは本研究の１つの限界であ
る。 
 ２つ目の限界は、日本において首都圏と地方の自動車使用パターンが大きく違うた
め、その中、調査相手の住所によって、同じブランドの自動車であっても知覚価値は
また大きく異なる恐れがあると思われる。そこを考慮に入れ、統計分析の際バイアス
を排除すべきであった点を反省する。 
 ３つ目の限界は、購買から調査時点までの時間的距離を遠い距離と近い距離に分け
る方法はすべてのサンプルの時間的距離を月に換算し、中央値を境目に距離の遠いグ
ループと距離の近いグループに分けた。グループ分けをより精密に分けるべきだと思
われる。 
 4 つ目の限界は、日本のサンプル数は尐な過ぎ、更なる分析の支障となった。サンプ
ル数を増やすと、他の分析もできると考えられる。たとえば、日本と中国の男性で比
較する、あるいは日本と中国の同じ学歴のサンプルを比較するなどができるのであろ
う。ところが、サンプル数は不足しているため、上記のような分析はできなくなった。 
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第 3 節 今後の課題 
 
 
残された今後の課題の一つは、解釈レベル理論の更なる応用である。時間軸で言う
と、更に購買前後の消費者の評価の変化を測定することである。Fiedler（2007）は指
摘しているように、時間的距離、社会的距離、仮説性、空間的距離という複数の次元
が絡み合う場合、それぞれの心理的距離に与える影響の優先順位はあるのか、あった
らどのような順番で消費者を影響するかを検証することが期待できる。 
 また、ロイヤルティは行動的ロイヤルティと意識的ロイヤルティに分けられる。本
研究は行動的ロイヤルティより意識的ロイヤルティに関して調査を行った。ところが、
実際購買する際に、行動的ロイヤルティは知覚エコ的価値、知覚機能的価値、知覚経
済的価値、知覚感情的価値、知覚社会的価値との関係とどうなのかを調査する必要も
あるであろう。今後の課題の一つにもなる。 
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付録 1－１ 日本版アンケート 
消費者ロイヤルティに関するアンケート 
 
早稲田大学商学研究科 
 
この調査は、消費者ロイヤルティに関する研究を目的にしております。調査対象は自動車
購買経験のある方です。回答は本調査以外の目的では一切使用しません。お手数ですが、
ご協力宜しくお願いいたします。 
 
あなたの購入した自動車についてお伺いします。 
あなたの車は【   】社の【    】(会社名、ブランドと車種をお答えください。) 
現在使っている車は【     】年【  】月に買った車である。 
現在使っている車は中古車である。 はい              いい
え 
自動車を購買した際、あなたの普段持って
いる環境意識が最後の選択に影響した。 
はい              いい
え 
 
 
以下の記述については、答えが 7 段階に分けられています。まったく当てはまらない場合
は 1 を、非常に当てはまる場合は 7 をお選びください。 
 まったく            非常に 
当てはま            当ては 
らない              まる 
1.私の車はほかの車と比べ、消耗する
ガソリンの量が尐ない方である。 
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
2.私の車は環境にかける負担が尐な
い。 
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
3.私の車はほかの車と比べ、環境にや
さしい。 
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
  
4.私の車は品質の信頼性が高い。 １  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
5.私の車は性能がいい。 １  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
6.私の車は私が納得できる品質を持っ
ている。 
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
7.私の車は運転しやすい。  
8.私の車は私の生活に対して経済的な
価値が高い。 
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
9.私の車は同じ性能の車の中で安い方
である。 
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
10.ほかの車と比べ、私の車は経済的で
ある。 
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
11.私は自分の車をもっと頻繁に使い
たい。 
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
12.私は現在使っている車を買った自
分が好きである。 
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
13.自分の車を運転することは私に喜
びをもたらす。 
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
14.友人や、知人は私の車を羨ましが
る。 
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
15.私の車は私の印象を良くする。 １  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
16.私の車は私をほかの人と違う存在
にしてくれる。 
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
17.私が今使っている車を買ったこと
は、周りの人のエコ的な購買行動に正
の影響を与えている。 
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
18.将来、私はこのブランドの自動車を
また購入したい。 
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
19.次買い換える際、私にとってこのブ
ランドの車は優先的な選択肢である。 
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
  
20.私は自分の車の良さを伝えたがる。 １  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
21.私は友達や、親戚に同じブランドの
自動車を購買することを薦める。 
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
22.次車を換える際、ほかのブランドの
自動車を選んだら、後悔すると思う。 
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
あなた自身のプロフィールについて記入してください。 
性別   男 女 
年齢   20～29 30～39 40～49 50 以上 
最終学歴 高校 大学 大学院以上 
婚姻状況 【 未婚 / 既婚 】 
国籍   【               】 
在住地  【               】（都市まで記入） 
アンケートは以上です。ご協力ありがとうございました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
付録 1－2 中国版アンケート 
 
关于私家车购买的问卷调查 
早稻田大学大学院商学研究科 
恩藏研究室修士 2 年 陈 琳 
 
本调查是关于私家车购买的无记名调查。调查对象为有过私家车购买经验的人群。您的
回答将不会被用于本调查以外的任何目的。感谢您的协助。请一定回答所有问题。 
 
下列问题关于您购买过的私家车的问题。 
您的车是【   】公司的【    】系列(请回答公司名字，系列名称) 
现在正在使用的车是【     】年【  】月时购买的。 
现在使用的车是二手车。 是              不 
在购买私家车的时候，你平时的环保意识
对你最后购买时的选择产生了影响。 
是                不        
 
 
关于以下的描述，回答被分为 7 个阶段。您的实际情况完全不符合描述时请选 1，非常
符合描述时请选 7。 
 完全                             非常    
不符合                           符合 
1.我的车比别人的车的耗油量少。 １  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
2.我的车给环境带来的负担很少。 １  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
3.我的车比别人的车更环保。 １  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
4.我的车的性能很稳定。 １  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
5.我的车的性能很好。 １  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
6.我满足于我的车的质量。 １  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
7.我的车很方便操作。  
8.我的车给我的生活上带来很高的经 １  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
  
济价值。 
9.在拥有同样性能的车当中我的车算
是便宜的。 
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
10.跟别的车比我的车很经济。 １  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
11.我愿意更频繁地使用我的车。 １  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
12.买了现在正在使用的车后，我的自
我感觉变得更好了。 
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
13.开着自己的车这件事给我带来喜
悦。 
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
14.周围的朋友同事很羡慕我买了这
辆车。 
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
15.我的车让我在别人心中的印象变
得更好了。 
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
16.我的车让我变得与众不同。 １  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
17.我购买现在使用的这辆车给我周
围人带来了积极的影响，让他们更愿
意购买环保产品。 
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
18.以后我还想买这个牌子的汽车。 １  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
19.下次换车的时候，这个牌子的汽车
对于我来说将是优先选择。 
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
20.我愿意告诉周围的人这辆车的优
点。 
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
21.我推荐朋友亲戚买我正在用的牌
子的汽车。 
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
22.下次换车的时候如果选了别的牌
子的汽车也许会后悔。 
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
 
 
请在下方选择或填入您的个人信息。 
  
性别   男    女 
年龄   20～29 岁 30～39 岁 40～49 岁  50 以上 
学历     高中毕业 大学毕业 研究生或者研究生以上 
婚姻状况 【 未婚 / 已婚 】 
国籍   【               】 
所在地  【               】（省份和城市） 
 
以上是全部问卷，谢谢您的合作。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
付録 2－1 全体データ因子分析 
 
  
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
付録 2－2 日本データ因子分析  
 
  
  
 
 
  
付録 2－2 中国データ因子分析 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
付録 3 信頼性 
エコ的価値の測定尺信頼性分析結果 
 
 
 
 
  
 
機能的価値の信頼性分析結果 
 
 
 
  
 
経済的価値の信頼性分析結果 
 
 
 
 
  
 
感情的価値の信頼性分析結果 
 
 
 
 
  
 
社会的価値の信頼性分析結果 
 
 
 
  
ロイヤルティの信頼性分析結果 
 
 
 
  
付録 4 モデル適合度 
  
 
 
  
付録 5 モデル推定値 
  
  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
付録 6 多母集団分析パラメータ間の差に対する検定統計量 
 
 
モデレータ変数――「購買時点で新車であるかどうか」 
 
 
モデレータ変数――「性別」 
 
  
モデレータ変数――「環境意識」 
 
 
 
 
モデレータ変数――「国籍」 
 
  
モデレータ変数――「最終学歴」 
 
 
 
 
モデレータ変数――「時間的距離」 
 
 
 
